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ま え が き 

 

2002年 4月 1日に「行政機関の行う政策の評価に関する法律」が施行され、政策評価実施

への機運が高まっている。実際、近年では各府省庁が提供しているホームページにおいて、

その府省庁が実施した政策についての評価が見られるような状況となっている。 

この法律に基づき、政策の客観的かつ厳格な評価、その結果の政策への反映が推進されて

いるところであり、今後、わが国における雇用政策の効果に関する計量的評価を質的に向上

させるため、欧米諸国での政策評価の実践ついての関心が高まっている。こういった状況下、

“政策評価先進国”ともいえるアメリカにおける経験を学ぶことは、わが国においてもおおい

に参考になり、多くの示唆を得ることができるものと考えられる。 

そこで、労働政策レポート Vol. 2 ではアメリカの職業訓練政策に着目し、労働市場政策の

効果に関する計量的評価が、アメリカにおいてどのような状況にあるのかを紹介した。本レ

ポートで取り上げる職業訓練政策とは、具体的には 1962年施行の人材開発訓練法 (Manpower 

Development and Training Act: MDTA)、1973年の総合雇用訓練法 (Comprehensive Employment 

and Training Act: CETA)、1982年の職業訓練パートナーシップ法 (Job Training Partnership Act: 

JTPA)、2000年施行の労働力投資法 (Workforce Investment Act: WIA)の 4つである。 

 本レポートでは、アメリカの職業訓練の政策評価の具体例の紹介だけにとどまらず、政府

が職業訓練に対して政策介入を行う理論的根拠、政策評価手法も紹介しており、雇用政策の

評価について体系的な整理を行っている。本レポートの成果が多くの人々に活用され、今後

の政策議論に役立てば幸いである。 

 

2004年 4月 

 

                                          独立行政法人労働政策研究・研修機構 

                                                       理事長 小野 旭 
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序章 なぜ政策評価を行うのか？1  
 

 政策評価には、「政策効果の評価  (Impact/effective evaluations) 」と「プロセス評価  

(Process/implementation evaluations) 」の 2種類がある2。政策効果の評価とは、政策への参加

が、その参加者の収入や就業状態などの経済条件に影響を及ぼしたかどうかを検証すること

をいう。一方、プロセス評価とは、政策の運営についての評価のことを指し、政策立案者が

当初意図したとおりに政策が実施されているかを検証することをいう。 

それでは、なぜ政策評価を行うことが必要なのだろうか。これには 2つの理由が考えられ

る。第 1に、政策を行うための資金は、基本的に国民からの税金で賄われており、なおかつ

この財源は無限ではない。よって、現代福祉国家が政策評価を客観的に行い、限られた資源

を有効に配分したかどうかを国民に公表することは、国家が税金の使途について国民への説

明責任を果たすという意味で、重大かつ当然のことであろう3。第 2に、政策評価を行うこと

で、政策が当初の予定通りに機能し効果をあげているのかを知ることができる点に、政策評

価を行う必要性がある。これによって、現在行われている政策の改善および新たな政策の立

案に対して、重要な情報をフィードバックしてくれる。つまり、政策評価は、国民への説明

責任と政策マネッジメントの 2点に実施の根拠を求めることができる。 

今日、アメリカは政策評価におけるリーダー的存在である。アメリカにおいて計量的手法

を用いた政策評価、特に政策効果の評価が積極的に行われ始めたのは、1960年代半ばのこと

である4。ジョンソン政権下で「貧困に対する戦い (The War on Poverty) 」という経済・社会

政策が実施されると、これら政策の成否は大きな政策的関心事となり、政策評価の実施が政

府によって要求されるようになったのである5。もともと効果についての評価は、医学、実験

心理学および社会心理学、教育心理学において、規模の小さいプロジェクトの成否の分析の

ために行われていた。しかし、政策の成否に対する政治的関心の高まりを背景に、1960年代

半ば以降は、国家レベルで大規模に行われる政策についても、効果の評価が積極的になされ

るようになったのである。 

また、1967年には議会の付属機関である米国会計検査院 (General Accounting Office: 以下、

GAO) に経済・社会政策の有効性を評価する役割が新たに与えられた。これによって、評価

機関としての GAOの地位は向上し、政策評価における GAOの重要性は現在でも変っていな

                                                   
1 各府省庁が行う対策については「施策」と表現するほうが適切である場合が多いものの (黒澤(2001a, 2001b)な
ど)、本労働政策レポートでは混乱を避けるため、全体を通じて「政策」という表現を用いることとした。 
2 Manski and Garfinkel (1992, p7) 。この 2つ以外にも、政策評価には「費用便益分析」が用いられることも多い。
これは、政策の実施によって引き起こされる総生産の変化で純社会的便益がプラスであるかマイナスであるかを

計測することで、政策が社会的投資に見合っているかどうかを検証する手法である。アメリカでの応用例は

Heckman et al. (1999, pp2045-51) に詳しい。また、費用便益分析の理論的背景および実用上の問題点については、
Dreze and Stern (1987)を参照のこと。 
3 Heckman et al. (1999, p1872) 。 
4 Manski and Garfinkel (1992, pp1-22)、田中 (2003, p6) に拠っている。それ以前は、費用便益分析が主流であった。 
5 Barnow et al. (1980, p44) 。 
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い。さらに、クリントン政権下の 1993 年に「政府業績結果法 (Government Performance and 

Results Act: 以下、GPRA) 」が成立し、全連邦政府機関に対して、政策目標の達成度の計測

と報告が義務づけられた6。そして、2001 年に誕生したブッシュ政権も GPRA を尊重する姿

勢を見せており、アメリカ国内における政策評価の重要性は今後も高まっていくことが予想

される。また、GPRA だけでなく、主な連邦法においてもその法の下に施行される政策の評

価が義務づけられている。つまり、アメリカでは政策評価は重要であり、かつ政策立案・実

施過程の一部として取り込まれるべきであるというコンセンサスが得られている。しかしな

がら、用いるべき政策評価の方法論 (Evaluation methodology) についてはコンセンサスが得

られておらず、いまだ議論が続いている状態である。 

 一方、我が国では、これまでに政策に対する政策効果の評価とプロセス評価は行われてこ

なかったと言っても過言ではない7。しかし、2002 年 4 月に「行政機関が行う政策の評価に

関する法律」が施行され、政策評価に対する意識が高まってきている。計量的手法を用いて

政策評価を行うことには、異論もあるだろう。しかしながら、計量手法を用いた政策評価は、

現代国家における政策立案・政策運営に対して貴重な情報を提供してくれる数少ない手段の

一つである。このことは、猪木 (1999) の次の文章に凝縮して表現されている。 

 

「 (そもそもこうした) 政策論争が「実証研究」によって一意的な結論に達し
うるとは考えられない、という悲観的見方もありうるだろう。しかし、政策論

争の争点を明確にする上で、こうした理論的・実証的研究の意義は認めなけれ

ばならないだろう (猪木 (1999, p21))。」 
 

計量分析を用いた政策評価に問題点がないとはいえない。また、フィールドワークや定性

的な分析といった、非計量的な手法を用いた政策評価も当然有効である。しかしその一方で、

計量的な政策評価は、政策の効果を検証するための客観的な指標を提示してくれる数少ない

手法の一つでもある。そこで、本レポートでは、“政策評価先進国”であるアメリカの経験を、

職業訓練政策についての評価に焦点を当てて紹介する。ただし、紙幅の関係上、計量的手法

で分析した研究の紹介を中心とした。そして、アメリカでの経験を踏まえた上で、日本にお

いて前述した意味での政策評価を将来的に行うこととなった場合のインプリケーションにつ

いて考察する。 

アメリカでは、積極的労働市場政策*に分類される職業訓練政策が第二次大戦から現在に

到るまで、逐次的に実施されてきた。本レポートでは、その中でも以下の代表的な 4つの職

業訓練政策を取り上げることとする。1962年施行の人材開発訓練法 (Manpower Development 

                                                   
6 GPRA は、我が国の「行政機関が行う政策の評価に関する法律 (2002年 4月施行)」の手本となった法律であ
る。 
7 各府省庁が実施した政策の実績値が、それぞれの提供しているホームページ上で公開されているが、これらは
政策効果の評価やプロセス評価とは異なるものである。 
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and Training Act: 以下、MDTA)、1973年の総合雇用訓練法 (Comprehensive Employment and 

Training Act: 以下、CETA)、1982年の職業訓練パートナーシップ法 (Job Training Partnership 

Act: 以下、JTPA)、2000年施行の労働力投資法 (Workforce Investment Act: 以下、WIA)であ

る。 

本レポートの構成は以下のとおりである。第 1章で、まず政府が職業訓練を行うことの理

論的根拠を提示する。そして、現在施行されている WIAが連邦政府レベルで実施されている

様々な職業訓練政策の中で、どのような位置付けにあるかを確認する。第 2章では、政策評

価を行う際に必要となる分析手法について紹介するとともに、評価手法が抱える問題点を指

摘する。そうすることで、計量分析の推定結果を解釈する際の留意点が明確になるだろう。

そして、MDTA、CETA、JTPA 各々の概略を説明し、政策評価への取り組みの歴史、および

計量的手法を用いて行った政策評価に関する研究論文についてのサーベイを行う。次いで、

第 3章では、WIAの内容について概観する。WIAは施行されて間もないため、政策効果の評

価はほとんど行われていない。そこで、ここでは GAO によるプロセス評価の報告を紹介す

ることとする。最後に終章で、我が国で政策評価を実施することとなった場合に、アメリカ

での経験がどのように応用できるかを考察することで、政策的インプリケーションを提示す

る。 

節番号の後に★印が付いている節は理論的な内容であるので、飛ばして読み進んでも後の

内容の理解に差し支えはない。必要のない読者はそうされたい。また、*印が付いている用語

は、政策評価に特有な用語であるため、巻末の用語解説を参照されたい。 
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第 1章 アメリカの職業訓練政策の現状  
 

第 1.1節★ なぜ政府が職業訓練を行うのか？ －経済理論に基づいて－  
なぜ政府が職業訓練を行うのだろうか。政府が職業訓練を提供することに対しては、賛否

両論ある。必ずしも政府が職業訓練政策を行わなくてもよいとする立場の主張は、労働者に

は政府が提供する職業訓練以外にも訓練を受ける機会は数多くあるのだから、政府がわざわ

ざ訓練行う必要はないというもので、これには一理ある。本来であれば、労働者は人的投資

を行うインセンティヴを持っているのだから、市場での労働者個々人の合理的選択に任せて

おけば、労働者自身にとって最適な人的資本投資が行われ、かつ社会的にも望ましいレベル

の人的資本投資が行われるはずだからである。しかし、市場に任せておいては資源配分の公

平性および効率性が達成されず、社会的に望ましいレベルよりも少ない人的投資しか行われ

ないことが現実社会ではままある。そのとき、政府介入の余地が生じる。つまり、資源配分

の公平性と効率性に、政府が職業訓練を提供することの経済学的な理論根拠がある8。 

まず、資源配分の公平性という観点で議論する。たとえば、長期失業者・福祉受給者・低

所得者、身体障害者など「経済的に不利な立場にある (economically disadvantaged)」人々に

職業人として最低限の基盤を作る機会を公的に提供することは、彼らの就業能力を高め、所

得格差の拡大を是正するだろう。経済的に不利な立場にある人々は自分が望む職業に就くた

めの技能を身につける機会に恵まれない場合が多い。さらに、彼らが職に就けるようにする

ことは、福祉依存率を引き下げて社会的不安を取り除き、社会全体の経済活動の効率を高め

るなどの効果も期待できることから、たとえ訓練効率が低くても、社会的収益率を高めると

も考えられる (黒澤 (2001b)) 。しかし、公平性を達成するためには、有効な訓練受講に対す

るインセンティヴ・スキームの設計が不可欠であろう。なぜならば、経済的に不利な立場に

ある人々が、職業訓練や雇用を自分たちの主たる経済的関心事として捉えていない可能性が

あるからである。よって、彼らへの政策の効果を考えるのであれば、彼らの積極的な訓練へ

の参加を確実なものとするために、職業訓練への参加必要条件の合理的な設定が重要となる。 

次に、資源配分の効率性という観点から議論を行う。市場の資源配分の効率性を阻害する

原因は「市場の失敗 (market failure) 」にある。職業訓練を財とみなしたときに市場の失敗が

生じるケースとしては、①情報の非対称性、②資本市場の不完全性、③外部性の存在の 3点

が考えられる (Hansen (1991)) 。 

 1 点目の情報の非対称性であるが、職業訓練から得られる成果には不確実性がともなう。

リスクに対して回避的な労働者であれば、このような不確実性を回避したいと願うだろう。

しかし、人的資本に対する保険はモラルハザードと逆選択が生じる可能性を否定できないた

め、市場では供給されにくい。なぜならば、将来の報酬が保障されると労働者の職業訓練に

                                                   
8 職業訓練への政府介入の法学的な理論根拠については、両角 (2000) に詳しい。基本的に、国民の勤労権と勤
労義務を定める憲法 27条 1項に法的根拠を求めている。 



5 

対する意欲は削がれるであろうし（モラルハザード）、このような保険が現実に存在すれば、

それに加入する人は能力の低い人が多くなるからである（逆選択）(黒澤 (2001b))。また、労

働者が自分に適当な職業訓練が何であるかを判断することが難しく、どのような職業訓練が

提供されているのかについての情報にアクセスする能力に恵まれていない場合も少なくない。 

さらに、個人が将来に対する不完全な予測を持っていたため、あるいは主観的な時間選好

率が高かったため学校を中退してしまった人に、教育訓練を受ける二度目の機会を与える、

という意味合いも公的職業訓練は持つ。 

 2 点目の資本市場の不完全性とは、訓練受講資金の借入れ制約のことを指す。例えば、民

間職業訓練機関による教室型訓練は補助金の対象外であることが多いが、低所得者は訓練を

受けるための自己資金を持っていない場合が多い。さらに、低所得者は担保も持っておらず、

債務不履行の可能性が高いため、資金の借入れ制約に直面している。このような場合、低所

得者は訓練受講の機会を大幅に制限されることとなる。 

 3点目の外部性の存在であるが、職業訓練は外部効果9を持つ財と考えられる。職業訓練を

受けることで職業技能の高い労働者が増えるかもしれない。このことが社会全体の生産関数

に影響を与え、社会全体の生産性を高めるだろう。労働者が職業訓練から得られる便益は、

私的便益と公的便益から成り、それを労働者個々人が把握することはできない。であるから、

社会的観点から最適な人的資本投資レベルを決めることが、ソーシャルプランナーである政

府に求められる。 

また、議論を単純化すると、労働者の技能は、ある企業内でしか通用しない企業特殊技能

と外部のどの企業でも通用する一般的技能に大別される10。労働者の技能のどの部分が企業

特殊技能なのか、それとも一般的技能なのか区別することは難しい。そのため、職業訓練に

かかるコストを支払うのは労働者なのか企業なのかを決めることができなくなる。その結果、

両者ともに投資コストの支払いを回避しようとし、過小な人的資本投資しか行われないとい

う結末となる11。このように、資源配分の効率性が阻害されていると考えられる場合、職業

訓練を政府が行うことが理論的に正当化される。 

 資源配分の効率性と公平性の確保の他に、公共職業訓練は公的教育システムの不十分な部

分を補完するという役割も持っている。 

しかし、経済主体の一つに過ぎない政府の行動が完全であるということはなく、「政府の

失敗 (non-market failure) 」の存在も忘れてはならない12 (Hansen (1991)) 。 

政府の失敗の例として 4点考えられる。第 1に、独占または寡占状態の発生が挙げられる。
                                                   
9 外部効果とは、ある経済主体の経済活動が他の経済主体の状態に及ぼす影響のことをいう。 
10 Becker (1975)参照のこと。 
11 中馬 (1999)は、一般的人的資本と企業特殊的人的資本それぞれへの投資に対して政府が介入する理論的根拠
を提示している。 
12 「政府の失敗」は経済学では比較的新しい概念で、1960年代に施行された数多くの「偉大なる社会 (The Great 
Society)」プログラムの結果が思わしくなかったことが一因となって、1970年代後半から 80年代前半にかけて活
発に議論されるようになった (Hansen (1991))。 
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政府が唯一の職業訓練の供給者または資金提供者となってしまえば、競争にさらされること

がなくなり、供給される職業訓練の質が下がる可能性がある。 

第 2に、職業訓練の運営責任者の問題が挙げられる。運営責任者が、訓練受講者の便益で

はなく運営責任者自体の効用を重視するようになると、最適な職業訓練が提供されなくなる。

つまり、クリーミング*が発生し、最も職業訓練を必要とする人に受講機会が与えられなくな

るという問題である。 

第 3 に、職業訓練を受講した人が、受講しない人の効用に悪影響を及ぼす可能性がある。

すなわち、置き換え効果*が生じて、訓練受講者が本来は訓練非受講者が就いたであろう職を

奪ってしまうことがありうる。 

第 4に、数多くの職業訓練政策が行われているため、それらが重複した訓練内容を提供し

ていたり、各職業訓練政策がお互いの効果を相殺するような効果を持っていることが挙げら

れる。例えば、福祉受給手当の支給が職業訓練受講のインセンティヴを削ぐことなどがあり

得るだろう。つまり、連邦政府が実施している全ての政策を、連邦政府が完全にコントロー

ルすることが不可能であることも、政府の失敗を引き起こす一因となるのである。 

政府の失敗によって引き起こされる不利益が、政府が職業訓練を提供することの便益を上

回っているかどうかは極めて実証的な問題であり、一致した回答が得られていないのが現状

である。しかし、連邦政府は上述した資源配分の公平性と効率性の達成を政府介入の理論的

根拠として、職業訓練政策を行っている (Friedlander et al. (1997))13 。連邦政府の職業訓練政

策実施の主たる目的は、社会全体の就業者を増やすことによって福祉関連の支出を減らすこ

とではなく、あくまでも個人の収入を増やし貧困を減らすことにある14。 

公的職業訓練には、積極的労働市場政策*に分類されるものと消極的労働市場政策*に分類

されるものの 2 種類があるが、本レポートでは積極的労働市場政策*に分類される MDTA、

CETA、JTPA、WIAに着目する15。 

 

第 1.2節 アメリカの職業訓練政策の特徴  
アメリカの職業訓練は、①OJT 中心の企業内訓練、および②個人主導で企業以外の機関に

おいて行われる職業訓練の 2つから成る人材形成システムである。企業以外の職業訓練実施

機関とは、公的機関、労働組合、教育機関（総合大学やコミュニティ・カレッジなどの高等

                                                   
13 しかし、効率性と公平性の両立は難しい。なぜならば、効率性は公的職業訓練投資への社会的収益の最大化を
意味し、所得再分配や訓練資源の配分などは考慮に入れない概念である。その一方で、公平性とは職業訓練を最

も必要としているグループに訓練資源を集中的に投入することを意味し、効率性とは相反する概念だからである 
(Heckman et al. (1999, pp1933-5))。 
14 後述するが、アメリカの職業訓練政策のほとんどがニューディール政策に由来していること、1960年代半ば
の「貧困に対する戦い (The War on Poverty)」の影響を強く受けていることに起因する。 
15 消極的労働市場政策に分類される職業訓練は、基本的に公的扶助の受給者を対象とする。職業訓練の実施だけ
ではなく、所得保障的なものもある。代表的なものに、1962年施行の Work Incentive Program、1981年の Omnibus 
Budget Reconciliation Act、1988年の Family Support Actと Job Opportunities and Basic Skills Training Program (JOBS)、
1987年の Food Stamps Employment and Training Programなどがある。 
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教育機関）、民間の職業訓練産業などである16。 

2001 年の連邦政府実施による公的職業訓練関連の予算総額は約 310 億ドルであった17。そ

の一方で、民間の職業訓練産業の GDPが約 845億ドルであり18、企業がその従業員を対象と

して行った企業内訓練にかかった総コストの推計額は約 370 億ドルであった19。これから、

アメリカにおける職業訓練は民間中心のものであることが分かる。つまり、アメリカでは企

業内で実施する職業訓練や民間の職業訓練産業による職業訓練が主であって、貧困層やマイ

ノリティーなどを対象とした公的機関による職業訓練はそれらを補完するものとして位置付

けられてきた。このようにプログラムの対象者が低所得者層など限定的なものとなりやすか

ったことは、アメリカの公的職業訓練プログラムの多くの起源がニューディール政策である

ことにも所以する。 

その中で、第二次大戦後、連邦政府レベルでは主に以下で述べる積極的労働市場政策に分

類される 4つの職業訓練政策が逐次的に施行され、これらがアメリカの公的職業訓練の柱と

なってきた。具体的には、1962年に MDTAが施行された。その後、1973年に CETAが、1982

年に JTPAが、それ以前に施行されていた法律に取って代わるという形で施行されていった。

そして、現在施行されている法律は、2000 年施行の WIA である。これら 4 つの職業訓練政

策の施行年、対象者、政策内容などについてまとめたものが、表 1-1である。 

 WIA施行以前は、非自発的失業者や長期失業者、低所得者層、福祉受給者など経済的に不

利な立場にある者を対象に、教室型訓練（座学）や民間企業への職場内訓練（OJT）の委託

といった職業訓練の受講援助を中心としたものであった。しかし、WIAでは、①18歳以上の

全ての成人にまで職業訓練プログラムの受講対象者が拡張され、②職業訓練の受講援助は最

終的な手段として位置付けられ、職業相談などの求職支援に重点が移される、という 2つの

大きな変化がもたらされた。 

                                                   
16 日本労働研究機構 (1999, 2003b) が詳しい。 
17 U. S. General Accounting Office (2003) 。但し、ここでは州および地方政府自体の公的職業訓練関連支出はカウ
ントしていない。 
18 U. S. Department of Commerce, Bureau of Economic Analysis, Gross Domestic Product by Industry in Millions of 
Current Dollars: 1987-2001。 
19 但し、この推計額は 1994年のものである (Frazis et al., p5) 。 
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表 1-1 アメリカの連邦政府レベルの職業訓練政策 

政策名・施行年 対  象 政策  内  容 改  正  点 

   MDTA  不利な立場にある者 ・教室型訓練   

   1962年  （主に低所得者層） ・民間企業での OJT委託   

    ・民間職業訓練機関への斡旋   

   CETA  不利な立場にある者 ・上記プラス公共セクターでの ・地方政府への権限委譲 

   1973年  低所得者・失業者   短期就業経験（PSE） ・訓練受講者について 

       パネルデータの構築 

   JTPA  不利な立場にある者 ・教室型訓練（民間職業教育機関、 ・PSE廃止 

   1982年  非自発的失業者  コミュニティ・カレッジなど） ・地方レベルへの 

    ・民間企業での OJT委託  権限委譲の一層強化 

    ・求職支援 ・訓練受講者一人あたり 

       支出削減 

      ・実験的データの構築と、 

       それを用いた訓練政策評価の 

       実施の義務付け 

      ・地域産業の要請を訓練内容に 

       反映 

   WIA  成人 ・求職支援 ・対象者の拡張 

  2000年  低所得若年層 ・集中的求職支援・包括的査定 ・コアは求職支援、 訓練を 

     （職業訓練）  最後の手段と位置付ける 

    ・訓練（OJT, 教室型, 基礎教育） ・地域産業との連携強化 

      ・各訓練プログラムのクオリティ・ 

       コントロール強化 

      ・情報開示の徹底と訓練バウチャー方

       式導入による訓練機関の競争促進 

資料出所: 黒澤 (2001b) , pp156-7.  

 

第 1.3節 近年の職業訓練政策の実施状況と WIAの位置付け20  

 本節では、連邦政府レベルで実施されている職業訓練政策全般についての概観を行うとと

もに、その中での WIA の位置付けを確認する。2002 会計年度において、積極的労働市場政

策*に分類されるものと消極的労働市場政策*に分類されるものを併せると、連邦政府レベル

                                                   
20 本節は、U. S. General Accounting Office (2003) に基づいている。 
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では 44 の職業訓練プログラムが実施されていた。1995 年当時は 163 のプログラムが実施さ

れていたことを考えると、連邦政府全体の職業訓練プログラム数は激減した。これは、似た

ような内容のプログラムの統合が進んだためと考えられる。WIAの下に実施されているプロ

グラムは、WIA 成人対象プログラム、WIA 若年層対象プログラム、WIA 非自発的失業者対

象プログラムの 3 つである21。以下、この 3 つのプログラムを総称する場合、WIA関連プロ

グラムと呼ぶ。 

9つの政府機関が管轄となって職業訓練プログラムを実施している22。所轄官庁別にプログ

ラム実施数をみてみると、最も多いのが労働省の 17で、ついで教育省の 13となっており、

この二つの省で職業訓練プログラム全体の約 70%を実施している（図 1-1参照）。つまり、ア

メリカの公的職業訓練は労働省と教育省が中心になって行っている。そして、教育省管轄の

プログラムは在学中の若年層を中心としたもので、労働省管轄のプログラムは成人労働者を

対象としたものが多くなっている。 

 

図 1-1 所轄官庁別のプログラム実施数（2002会計年度） 
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 資料出所）U. S. General Accounting Office (2003).  

 

                                                   
21 成人は 18歳以上、若年層は 14～21歳を指す。 
22 国防総省、内務省、司法省、労働省、教育省、保険社会福祉省、住宅・都市開発省、農務省、退役軍人局の 9
つである。 
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 次に、連邦政府予算に占める職業訓練支出について概観する。2002会計年度の職業訓練関

連の支出額は約 306億ドルで、連邦政府の総支出額の約 2兆ドル23に占める割合は 1.5%であ

った。そして、WIA関連プログラムへの支出額は約 36億ドルで24、職業訓練関連支出の 12%

を占めた。これは、「生活困窮世帯のための臨時援助」25に次いで 2番目の規模である。図 1-2

にまとめた WIAが施行された 2000年以降の予算の推移をみてみると、職業訓練支出額は微

増傾向、WIA 関連支出額は横ばいとなっている。そして、職業訓練支出額に占める WIA 関

連支出の割合は減少している。 

 

図 1-2 職業訓練予算の推移（2000-2003年） 
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資料出所）U. S. General Accounting Office (2003), U. S. Office of Management and Budget (2003).  

 

そして、職業訓練プログラムへの参加者数は、2002会計年度において約 3,000万人である。

そのうちWIA関連プログラムの参加者数は約 110万人で、全体の約 3.6%を占める26。これは、

                                                   
23 U. S. Office of Management and Budged (2003) 。 
24 日本の 2003年度の厚生労働省所管の能力開発関連予算総額は 1,410億円である（若年者の総合的な雇用・職
業能力開発対策の推進、変化に対応できる能力開発システムの構築、職業能力の評価分析と情報提供の推進）。

一般歳出 817,891億円の 0.29%にあたる。 
25 Temporary Assistance for Needy Families のこと。社会福祉の一つとして、子供がいる貧困家庭に支給される現
金援助のことである。子供が自分自身の家庭で育てられるようにすることを主な目的としている。 
26 日本の 2002年度における厚生労働省所轄の公共職業訓練参加者は、96万人である (厚生労働省職業能力開発
局 (2002)) 。 



11 

職業斡旋、成人教育などに次いで、6番目の規模であった。 

 また、ほとんどの職業訓練プログラムは、参加対象者を限定している。WIA関連プログラ

ムについては表 1-2 にまとめたとおりである。連邦政府全体で実施されている職業訓練プロ

グラム 44 つのうち、13 のプログラムが経済的に不利な立場にある者であることを参加要件

としており、WIA関連プログラムも経済的に不利に立場にある者を参加対象としているプロ

グラムの一つである。 

 

表 1-2 WIAのプログラム別・参加対象グループ（2002会計年度） 

  

非
自
発
的
失
業
者 

移
民
・
季
節
農
場
労
働
者 

ネ
イ
テ
ィ
ヴ
ア
メ
リ
カ
ン 
高
齢
者 

若
年
層 
肉
体
的
ま
た
は
精
神
的
に
障
害
を
も
つ
人 

難
民 

失
業
者 

退
役
者 

そ
の
他
の
低
所
得
者 

そ
の
他 

WIA 成人対象ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

WIA 若年層対象ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ     ○ ○ ○ ○    

WIA 非自発的失業者対象

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 
○       ○    

注) “○”が付いているものが各プログラムの参加対象グループである。  

資料出所）図 1-1と同じ。  

 

そして、連邦行政管理予算局 (The Office of Management and Budget) は職業訓練プログラム

の業績評価を主に 5つの指標について行っている。2002会計年度においては、44の職業訓練

プログラムのうち 40のプログラムが連邦行政管理予算局によって、少なくとも一つの指標に

ついて、その業績を監視されていた。業績評価の 5つの指標とは、“就職したかどうか”、“就

職先での定着状況”、“卒業証書または資格証明書の獲得”、“金銭的収入を得られるようにな

ったか”、“その他の好ましい成果”、である。職業訓練プログラムによって業績評価に使われ

る指標は異なっているが、図 1-3からほとんどのプログラムについて、“就職したかどうか”

という指標が使われていたことが分かる。そして、WIA関連プログラムについては、5つの
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指標すべてに関して業績評価が行われた。 

 

 

図 1-3 指標別・業績評価が行われた職業訓練プログラム数 (2002会計年度) 
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資料出所）図 1-1と同じ。  
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第 2章 職業訓練政策の評価 －MDTA, CETA, JTPAについて－  
 

第 2.1節★ なぜ政策評価は難しいのか？  
序章でも説明したが、政策評価には、政策効果の評価とプロセス評価の 2種類がある。計

量的手法を用いた政策評価には困難を伴うことが多い。困難を引き起こす原因として、①仮

想現実 (Counterfactuals) を構築しなければならないこと、②サンプル・セレクションの問題、

③内生性の問題、の 3点が考えられ、それらが相互に影響を与え合っている27。 

第 1に、仮想現実の構築の困難さについて議論する。まず、政策効果の評価を行うとしよ

う。このとき、ある労働者が職業訓練を受講したことで収入が増加したのかどうかを知りた

いのであれば、労働者の職業訓練受講後の収入と、職業訓練を受講した“同一の”労働者が

“もし職業訓練を受講していなかったならば獲得したであろう”収入を比較することが望ま

しい。しかし、労働者が職業訓練をひとたび受講してしまえば、同一人物が職業訓練を受講

しなかった場合の収入を知ることは不可能である。このように現実には起こり得ず、観察不

可能な変数のことを、仮想現実という。 

仮想現実を観察することは不可能であるため、それを代替するような変数の構築とその代

替変数を用いて正確な政策評価をするための分析手法の開発に多大なる労力が注がれてきた。

そして、現在主に用いられている手法は「実験的手法*」と「非実験的手法*」の 2つである28。 

実験的手法とは、職業訓練の運営機関が、訓練受講資格を持つ受講希望者を受講者（「ト

リートメントグループ*」）と非受講者（「コントロールグループ*」）とに無作為に割り当て、

それら 2つのグループについて収集したデータに基づいて訓練の効果を計測する方法である。

このようにして収集されたデータは、「実験的データ」と呼ばれる29。実験的データを収集す

る際の母集団は訓練参加希望者から成り、かつ無作為抽出法で収集されるため、理論上サン

プル・セレクション問題は生じない。しかし、実験的データ独自の「ランダム化バイアス*」

や「代替バイアス*」などのバイアスが発生するという問題がある。 

また、非実験的手法とは、データが非実験的に収集される場合をいう(「非実験的データ」）。

多くの場合、非訓練受講者に関するデータ（「比較対照グループ」）は、調査地域や時期の等

しい外部調査から再抽出される。しかし、訓練受講者についてのデータは職業訓練機関が提

供し、比較対照グループについてのデータはその他のデータから収集されるため、訓練受講

                                                   
27 この 3つ以外にも、職業訓練の効果を評価する際に発生するバイアスとして、「アッシェンフェルターのくぼ
み (Ashenfelter’s dip) 」の存在にも留意すべきであろう。これは、失業した者、また専業主婦など一度労働市場
から退出していた者が、労働市場に再参入する足がかりとして職業訓練に参加するため、彼らが通常の就業状態

に戻っただけであっても、それが職業訓練の効果のように見えてしまう、というバイアスである。Heckman et al. 
(1999, pp1927-8) の説明が分かり易い。 
28 近年では、「構造推定アプローチ」も用いられている。これは、個人の動学的な最適行動モデルを用いて推定
した推定値を労働政策とは関係のないパラメータに使い、政策パラメータには仮想的な値を用いてシミュレート

するという方法である。詳細については、今井・有村・片山 (2001)を参照のこと。 
29 黒澤 (2001a) に拠っている。 
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者と非受講者の母集団は異なることとなる。訓練を受講することで収入や就職率が上昇する

と思う者ほど、自ら訓練受講を希望するであろう。そのような人は、潜在的な能力の高い人

や労働意欲の高い人である場合が多い。つまり、訓練受講者と非受講者の母集団は同質では

なく、個人の合理的選択の結果としてサンプル・セレクション問題が生じてしまう可能性が

あるのである。また、個人の潜在的な能力といった変数は観察不可能である。このような観

察不可能な変数は、計量モデルを用いて政策評価を行う場合、誤差項に含めて推定を行う。

しかし、観察不可能な能力と訓練受講の有無が相関を持つ場合、すなわち誤差項と訓練受講

の有無を表す説明変数が独立でない場合、内生性の問題が生じる。 

このように、職業訓練政策の評価を行う場合、使用データにサンプル・セレクション問題

が生じており、内生性の問題を伴うことが多い。この問題を解決するために、2 段階推定法

や操作変数法、パネルデータを用いた固定効果モデル、Difference-in-differences 法など様々

な分析手法が開発されてきた30。 

実験的手法による評価は分かりやすく、その評価結果はアメリカでの政策立案において重

要な地位を占めているのは間違いない。LaLonde (1986) では、実験的手法で得られた政策評

価の推定値と非実験的手法の推定値を比べた場合、両者が極めて異なった結果を示すことを

明らかにした。この論文の発表を契機として、実験的手法導入に向けての議論が高まってい

った。しかし、実験的手法の優位性が喧伝され過ぎているきらいもある。過去 30年間の社会

的実験の結果から、実験的手法の問題点も明らかにされてきている31。その一方で、非実験

的手法による分析手法の開発も積極的に行われており、特に Heckman, Ichimura and Todd 

(1997) で紹介されたマッチング推定量 (Matching estimator) による政策評価が進みつつある。

今後、実験的・非実験的両手法の研究・開発のさらなる進展が望まれる。 

 一方、プロセス評価をする際の仮想現実の構築は、上述した政策効果の評価の場合よりも

難しい。なぜならば、このときは職業訓練機関の運営規則や、訓練機関の機能のインセンテ

ィヴスキームが変更されたときに実現するだろう運営状況を想定しなければならないからで

ある。よって、政策効果の評価は計量的手法を用いて定量的に行われ、プロセス評価は定性

的に行われることが多い。 

第 2 に、政策効果の評価とプロセス評価を区別して行うことから生じる問題である32。政

策効果の評価を行う際は、政策運営のあり方については所与とする。しかし、現実には、連

邦政府が州政府を、州政府が地方政府を、地方政府が職業訓練機関を完全にコントロールす

ることはできない。つまり、連邦政府が意図したとおりに、職業訓練機関が職業訓練を行っ

ているとは限らないのである。例えば、訓練機関が訓練受講者の就業率や平均賃金の上昇率

など成果に関するなんらかの達成基準をクリアすることを義務づけられている場合、訓練機

                                                   
30 黒澤 (2001a, pp10-15), Heckman et al. (1999, pp1936-1992)の説明が詳しい。 
31 黒澤 (2001a, p10)、Heckman et al. (1999, pp1868-1870) 。 
32 Manski and Garfinkel (1992, pp7-9)に拠る。 
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関は就職し易そう、または高い収入の職業に就き易そうな労働者に職業訓練の受講許可を優

先して与えるようになるだろう。特に、達成基準のクリアについて賞罰が伴う場合、このよ

うな事態が発生し易くなる。このように、訓練機関の合理的な行動の結果、クリーミング*

が生じることがある。すなわち、政策運営のあり方を考慮に入れずに政策効果の評価を行う

と、計量分析の推定値にバイアスが生じるかもしれないのである。 

 サンプル・セレクション以外にも、特に政策効果の評価は、労働市場の状況にも依存する

ことに解釈の際に留意しなければならない。評価時点の労働市場の状況が良ければ、就職率

および収入も自然と上昇することとなる。労働市場の需給状況が逼迫していれば、逆のこと

が生じるだろう。また、最低賃金水準の変化も、雇用に何らかの影響を及ぼす33。よって、

最低賃金水準が政策効果の評価に対して与える影響も無視することはできないだろう。 

 政策評価の推定値が、必ずしも現実に起こっていることを正確に描写しているとは限らな

い。しかし、政策論争の争点を明確にするための客観的指標を提示してくれるという意味で、

こうした計量的研究の意義は認められるべきであろう。 

 

第 2.2節 MDTAについて  
第 2.2.1節 MDTAの概略  
 第二次大戦後最初の連邦政府レベルでの職業訓練政策として、1962 年に MDTA が施行さ

れた。1960年代前半には、教育水準の低い労働者の失業率の高止まり、および工場ラインで

のオートメーション化の進展による失業者の増加が予想されるようになっていた。アメリカ

国内においてこのような構造的失業34に対する政治的な関心の高まりが、MDTA 施行の背景

にはある。解雇された労働者に再訓練をすることで再就職を促進して失業を減らし、経済を

活性化させる手段の一つとして、MDTAが施行されたのである。つまり、MDTA施行当初は、

技術的・技能的な問題で解雇された労働者の再訓練を目的としていた。 

その後、1964年に「貧困に対する戦い (The War on Poverty)」が社会政策として施行され、

政治的関心は失業の減少から、貧困家庭の減少へとシフトした。貧困は「最低の生活ニーズ

を満たすことができない状態」のことであるが、具体的には 1962 年時点で 4 人家族で年収

3,000 ドル以下と定義された。この定義によると、貧困家庭の割合は全世帯の 2 割にのぼっ

ており、これをさらに減少させることが、国家的課題とされたのである35。貧困を撲滅する

ためには、短期的には所得移転でも可能である。しかし長期的には、教育水準を上げ、職業

訓練機会を与えることで、貧困者が自らの力で所得水準を上げることができるようにしなけ

                                                   
33 最低賃金水準の引き上げが雇用を増大させるのか、それとも減少させるのかについては議論が続いており、い
まだ決着をみていない(Card and Krueger (1994), Neumark and Wascher (1992)など) 。アメリカの最低賃金制度につ
いては、日本労働研究機構 (2003a, 第 2章) が詳しい。 
34 経済の構造的要因に起因する長期失業のことをいう。例えば、新しく創出された仕事への求人があるにも関わ
らず、その仕事に必要な技能を持っていないため失業している者などである (スティグリッツ (2001, p84)) 。 
35 宮本 (1997, p23) 。 
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ればならない。そのため、1964年に経済機会法 (The Economic Opportunities Act) が施行され、

職業訓練政策のあり方も影響を受けた。 

経済機会法の制定を受けて MDTAにおける優先事項も変わり、経済的に不利な立場にある

ものを職業訓練政策の対象者とすることとなった。プログラム内容は主に、①政府の訓練機

関における教室型職業訓練（座学）、②地元の民間企業に委託して職場内訓練（OJT）を受け

させる際の補助金制度、③民間の教育・訓練機関への斡旋の三つで構成されていた。 

また、1964年には MDTAの下ジョブ・コア (The Job Corps) も創設され、経済的に不利な

立場にある若年層を対象とした職業訓練政策が実施されるようになった。 

 

第 2.2.2節 MDTAの政策効果の評価  
 MDTA の政策効果の評価を行った代表的な論文を概観する(表 2-1 を参照のこと)。MDTA

下では、職業訓練の受講者が受けたサービスの内容、職業訓練受講前後の収入や就業状態、

および個人属性などについての定期的な調査が行われていなかった。そのため、推定に用い

られるデータ及びモデルは限定的なものにならざるを得なかった。 

 

表 2-1 MDTAの経済的に不利な立場にある成人に対する効果 

男性 女性 分析者 

（論文の発表年） 
分析手法 

分析対象者の

訓練受講時期
評価対象 

(白人/ﾏｲﾉﾘﾃｨ) (白人/ﾏｲﾉﾘﾃｨ)

Ashenfelter (1978) 非実験的 1964年 

1962～69年時点で

の収入の増分 

訓練受講後に収入が

増加したかどうか

+ / + + / + 

Cooley et al. (1979) 非実験的 1969～71年 1967～72年の年収 +a + a 

    
訓練受講後 3年以内

の就職確率 
+ a + a 

Gay and Borus (1980) 非実験的 1969～72年 1973年の年収 ?/? + / + 

Bloom (1984)  非実験的 1964年 
1965～69年時点で

の収入の増分 
+ / + + / + 

資料出所：筆者作成 
注 1： a は男性全体、女性全体をあらわす。 
注 2： “+”は政策によって統計的に有意にプラスの効果があったことを、“-”はマイナスの効果があった

ことを、“?”は統計的に効果が明らかにならなかったことを表す。 

 

代表的な MDTA の効果の評価を分析した論文として、Ashenfelter (1978) が挙げられる。

1964 年に MDTA の教室型訓練を受講したものを分析対象とし、受講したものの年間収入が

増えるかどうかを評価した論文である。分析の結果、黒人男性・白人男性、黒人女性・白人
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女性のすべてのグループに関して、MDTAの教室型訓練は年間収入を増大させることが明ら

かにされた。また、女性については、訓練修了から時間が経過しても、賃金上昇に対する訓

練の効果がなくならないことが示された。 

 この Ashenfelter (1978) と同じ 1964年の MDTAの教室型訓練の受講者のデータを用いて、

計量モデルを改善した上で分析を行ったのが、Bloom (1984) である。Ashenfelter (1978)は分

析手法として「自己回帰モデル (Autoregressive model) 」を用いたが、Bloom (1984)は「固定

効果モデル (The Fixed Effect Model) 」を用いた。パネルデータを用いて固定効果モデルで政

策の効果を推定すると、観測できない個人間の本源的な能力の違いが収入に及ぼす影響、す

なわち「個体効果 (Individual effects) 」の影響を消し去り、MDTAの効果を理論的により純

粋に抽出できることとなる。固定効果モデルを用いて個体効果の影響を除去した結果、黒人

男性・白人男性、黒人女性・白人女性のすべてのグループに関して、MDTAの教室型訓練は

年間収入を増大させることが示されると同時に、年間収入の増加幅は Ashenfelter (1978) の推

定値よりも男性・女性ともに大きいという結果が得られている36。 

 次に、Gay and Borus (1980) が挙げられる。これは、1968年12月から1970年6月までの間に

MDTAに参加した者を分析対象者とし、彼らの1973年の年間収入に対するMDTAの影響、つ

まり職業訓練の長期的な効果を計測した分析である。分析の結果、男女全体および黒人女性・

白人女性についてはMDTAの年間収入に対する長期的な影響はプラスであることが明らかに

された。しかし、黒人男性・白人男性についての影響は統計的に明らかにならなかった。 

 最後に、Cooley et al. (1979) に着目する。Cooley et al. (1979) は、1969年、1970年、1971

年に MDTA に参加したものを分析対象として、MDTA が年間収入に与える影響についての

研究である。基本的な分析の結果からは、MDTAは、男性の年間収入と就職確率にプラスの

影響を与え、女性の年間収入については男性よりも大きくプラスの影響を与えることが示さ

れた。しかしながら、景気循環の影響・訓練を受講してからの時間の経過の影響や訓練受講

時期の違いを考慮に入れたり、年齢・性別・受講プログラムの違いなどでサブグループ化し

たりして分析すると、各分析について必ずしも一致した結果が得られないことも明らかにさ

れた37。つまり、分析手法やデータそのものに対して、政策効果の推定結果は敏感に影響を

受け、頑健な推定値ではないことが明らかにされた。このことから、Cooley らは、職業訓練

の効果を正確に測定するためには、実験的データを構築しなければならないと論文中で提言

している。 

 上述したことをまとめると、MDTAは①男性・女性両方の訓練修了後の年収に対してプラ

                                                   
36 Ashenfelter(1978, p56)では、訓練修了後の男性の賃金上昇幅は 150～500ドル、女性については 300～600ドル
と推定しているが、Bloom(1984, p555) では、男性については 500～800 ドル、女性については 600～800 ドルと
推定している。 
37 Heckman et al. (1999, p2065; Table 24) で、MDTAが受講者の収入をどれだけ増大させるかを計測した研究論文
の結果をまとめているが、男性については-2044～1395ドル、女性については 377～2621ドルと、研究によって
計測結果に大きなばらつきがみられる。 



18 

スの影響を与えること、②男性よりも女性の年収に対してより大きなプラスの影響を与える

こと、の 2点が MDTAの政策効果の評価に関する研究におけるほぼ共通した見解である。就

職確率については、男性に対してプラスの影響を与えるという推定結果がある。しかしなが

ら、MDTAの効果を測定するための特別なデータが作成されたわけではなく、推定結果はサ

ンプルセレクションの影響を強く受けたものである可能性が高いことに留意が必要である。 

 

第 2.3節 CETAについて  

第 2.3.1節 CETAの概略  

 MDTAが施行されている最中、職業訓練という人材開発プログラムを連邦政府レベルで効

果的に行うことの困難さが実感されるようになり、政策の実施主体を連邦政府から州または

地方へと移管すべきとの議論が高まっていった。具体的な職業訓練政策に関しては、連邦政

府よりも、地方レベルで産業構造や経済の状況に応じて決定された方が、政策実施の効率を

より向上させることができると考えられるようになったのである。これを実行に移すために、

1973年に MDTAが廃止され、CETAが施行された。 

MDTA 同様に、訓練受講対象者は地区内の経済的に不利な立場にある者・低所得者・失業

者などである。一方、MDTA との大きな相違点が 2 点ある。1 点めは、CETA では連邦政府

からの資金を用いて訓練プログラムを運営する権限が、州や地区に委譲されたことである。2

点めは、公共セクターでの短期就業経験 (Public Service Employment: 以下、PSE) という雇用

創出のためのプログラムが追加されたことにある。この PSEは、後のカーター政権下 (1977

～81年) で非常に拡大した。つまり、CETAのプログラム内容は、MDTAと同じ①教室型訓

練、②民間企業への OJT委託、③就業経験(Work Experience: WE)の 3つに加えて、上述した

④PSEの 4つが主な政策内容となった。②の民間企業への OJT委託は、民間企業における就

業経験であるが、この費用は連邦政府からの補助金で賄われた。つまり、企業は発生した訓

練費用の払い戻しを連邦政府から受けられたのである。また、④の PSEは公共セクターにお

ける就業経験のことであるが、これも連邦政府からの補助金によって費用が賄われた。 

1980年の大統領選でロナルド・レーガンが大統領に選出され、共和党が政権を握ると、議

会は連邦の職業訓練政策の大幅な見直しを行った。その結果、連邦政府の社会保障プログラ

ムへの支出に関して大幅な削減が行われ、CETAは削減の主たるターゲットとなった。CETA

の施行状況の見直しの際に、CETA の下資金提供を受けて行われた地方主導の職業訓練プロ

グラムの管理・運営ミスや PSEのコストに関する問題を指摘する報告が数多くなされた。加

えて、CETA の総コストが 1978 年時点で 70 億ドルにも及ぶことが明らかになった。特に、

PSEが汚職・賄賂の温床となり、かつ不正な業務管理が行われていたことが明らかにされた。 

 これらの報告結果を受けて、レーガン政権となってすぐの 1981年に PSEが廃止され、1982

年には CETAが JTPAに取って代わられることとなった。 
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第 2.3.2節 CETAの政策効果の評価  
MDTA についての政策効果の評価が、評価システムが未整備であったせいで不十分に終

わったことを受けて、CETA 施行直後に連邦労働省は政策評価システムの構築に着手した。

その努力の主たる結晶が、The Continuous Longitudinal Manpower Survey (以下、CLMS) であ

る38。これは、CETAプログラム参加者についてのデータで、プログラムを受けた者に対して

2～3回の追跡調査を行うことで収集された。1975年からデータ収集が開始され、四半期ごと

に連邦レベルで無作為抽出法によって収集された。CLMS は、①CETA における訓練受講状

況、②訓練受講者の家族構成や個人属性、及び訓練プログラム修了後の労働市場における活

動状況、③プログラム受講前と受講後の収入についての時系列データ、の三種類のデータを

各サンプルについて寄せ合わせたものである。この三種類のデータは別々に収集されたもの

で、①に関しては CETAの運営者記録 (Administrative records) から得られた。②に関しては、

家族構成や個人属性についての情報は CETA参加直後にインタビュー調査で得られ、プログ

ラム修了後の労働市場活動についての情報は 2～3 回のインタビュー形式の追跡調査によっ

て集められた。そして、③については、社会保険庁のデータから得られたものである。 

 CLMSは CETA受講者の職業訓練参加パターンについては有益な情報を提供してくれるが、

政策評価を行うために必要不可欠な訓練非参加者についての情報が含まれていなかった。そ

こで、連邦労働省は The Current Population Survey  (以下、CPS)39 のサンプルのうち、社会保

険庁から収入データを確認できるサンプルを抽出するという手法で、訓練非受講者 について

のデータセットを作成し、比較対照グループとして分析に用いることとした。 

上述したCLMSの作成やCPSからの比較対照グループの作成などのデータベースマネッジ

メントと、CLMS を用いた訓練終了後の収入に与える影響についての非実験的手法による政

策評価の実施について、連邦労働省は Westat社と契約を交わした。Westat社は、データ作成

当初から、比較対照グループの作成がうまくいっていないことを認識しており、「現時点で、

比較対照グループと訓練参加者グループがどれだけ比較可能なものであるかは、単純には分

からない」と連邦労働省に報告していた40。その後も、連邦労働省と Westat 社は分析により

適切な比較対照グループ作成のための努力を続けたものの、必ずしもうまくいかなかった。

その一方で、連邦労働省と議会予算局 (The Congressional Budget Office) は、信頼にたる政策

評価を行う分析手法を見つけるために、CLMSを用いた CETAに関する非実験的研究を外部

研究者に委託した。しかしながら、この外部研究者に委託した CETAの政策評価についての

研究が完了・結果報告される前に、第 2.3.1 節で述べた政策の運営上の問題が理由で CETA

そのものが廃止され、その代わりに 1982年から JTPAが施行されることとなった。 

                                                   
38 Hotz  (1992) に拠っている。 
39 CPS はサンプルサイズが非常に大きいクロスセクション調査で、年齢、性別、人種、その他の属性別に分類
されたアメリカ全体の雇用と失業の実態に関する総合的な情報を提供するデータである。 
40 Westat (1982, p3) 。 



20 

最後に、以下で CETA のプログラム効果の評価の研究成果について、概観する (表 2-2 を

参照のこと) 。まず、Westat 社が連邦労働省・雇用訓練局の委託を受けてまとめた報告書、

Westat (1982) について説明する。これは、1976年にプログラムを受講した者の年収が、1977

年と 78年という受講後の 2時点において増大しているかどうかを分析している。その結果、

CETAは受講者の収入を増大させる効果があることが明らかにされた。しかし、77年と比べ

ると 78年の収入の増加幅が小さいことも明らかにされ、時間の経過とともに訓練の効果が薄

まることが示唆された。 

 Bassi (1983, 1984) は CETA への参加が収入を増大させるかを明らかにするために、1976

年にプログラムに参加した人の収入が 1977年と 78年の 2時点において訓練参加以前よりも

増大しているかを検証している。その結果、白人女性とマイノリティ女性については収入を

増大させる効果があることが明らかにされたが、男性についての効果は統計的に明らかにさ

れなかった。また、Ashenfelter and Card (1985) も Bassi (1983, 1984) と同様に、1976年に CETA

に参加した人の収入が 1977年と 78年の 2時点において訓練参加以前よりも増大しているか

を分析した。その結果、男女ともに CETAは訓練修了後の中期的な収入を増大させることを

示唆する結果が得られた。 

 また、Bryant and Rupp (1987) は、CETAが 1975年と 76年のプログラム参加者の参加から

36ヵ月後の収入に影響を与えたか、つまり職業訓練の中期的な効果についての検証を行った。

その結果、男性については統計的に有意な結果は得られなかったが、白人女性およびマイノ

リティ女性については、CETA に参加することが訓練修了後の収入を増加させることが明ら

かにされた。 

一方、CETA に参加することが、参加者の収入を減少させるとの結論を導いている論文も

ある。Dickinson et al. (1986, 1987) は、1976年に CETAに参加した人の収入が、CETA受講後

の 1978年と訓練参加以前とで異なっているかを分析している。その結果、男性全体について

は、CETAは収入を減少させる影響があることが示された。 

また、上述した論文の中にはプログラムの形態別に収入に及ぼす効果を検証している論文

もあるが、教室型訓練及び PSEは成人全体、特に女性に対して収入を増大させる効果を持つ

という結果を導いているものが多い41。 

 以上をまとめると、CETA の効果についてほぼ共通して得られている結果は、成人、特に

成人女性については収入増加の効果がある、というものである。しかし、データにセレクシ

ョン・バイアスがかかっており、そのせいで政策評価の推定値が推定方法に敏感に反応し、

頑健な推定値は得られていない42。つまり、比較対照グループの作り方と推定モデルの 2 点

に推定値の不安定さの原因を求めることができる。 

このことは、表 2-2 において各研究の分析対象者の訓練受講時期や評価対象がほぼ同じで
                                                   
41 Westat (1982) 、Bassi (1983, 1984) 、Dickinson et al. (1986, 1987) 、Bryant and Rupp (1987) 。 
42 Barnow (1987)で、CETAの政策評価に関する詳細なサーベイがなされている。 



21 

あるにも関わらず、推定結果に違いが生じていることから明らかであろう。上述した論文の

全てにおいて、訓練参加者データとしては CLMS を用いているが、比較対照グループの作り

方や推定モデルが各論文で異なっている。特に Dickinson et al. (1986, 1987) では推定結果の

不安定さについての検証を行っているが、比較対照グループの作り方および用いる推定モデ

ルによって、同じ CETAの効果についての推定であっても、その結果は大きく異なってしま

うことが明らかにされた。そして、非実験的手法は政策評価の手法としては限界があり、ラ

ンダムな割り当てによって収集される実験的データを用いた推定が望ましいと主張する論文

も、複数みられた (Bryant and Rupp (1987)、 Dickinson et al. (1986, 1987)、Ashenfelter and Card 

(1985)) 。 

 

表 2-2 CETAの経済的に不利な立場にある成人に対する効果 

男性 女性 
分析者（論文の発表年） 分析手法 

分析対象者の訓練

受講時期 
評価対象 

(白人/ﾏｲﾉﾘﾃｨ) (白人/ﾏｲﾉﾘﾃｨ)

Westat (1982) 非実験的 1976 年 1978 年の収入 +b 

Bassi (1983, 1984) 非実験的 1976 年 

1977～78 年時点

における収入の増

分 

?/N.A. +/+ 

Ashenfelter and Card (1985) 非実験的 1976 年 

1977～78 年時点

における収入の増

分 

+a +a 

Dickenson et al. (1986, 1987)非実験的 1976 年 1978 年の収入 -a ?a 

Bryant and Rupp (1987) 非実験的 1975～76 年 
1978～79 年の収

入 
?/? +/+ 

資料出所：筆者作成 
注 1： a は男性全体、女性全体を表す。bは男女全体を表す。 
注 2： “+”は政策によって統計的に有意にプラスの効果があったことを、“-”はマイナスの効果があったこと
を、“?”は統計的に効果が明らかにならなかったことを、“N.A.”は不明を表す。 

 

第 2.4節 JTPAについて   

第 2.4.1節 JTPAの概略  

1982年に CETAが廃止され、それに代わる政策として施行されたのが JTPAである。第 2.3.1

節で前述したとおり、JTPA 制定にあたって、議会では PSE の非効率的な運営と職業訓練に

おける公的介入の理論的根拠についての再検討が行われた。その結果、JTPA 施行に先立つ

1981年に PSEが廃止された。PSEが廃止されたため、プログラム受講者一人当たりの支出額

は大幅に削減された。その一方で、プログラムの対象者は、非自発的失業者すべてにまで拡

大された。 
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JTPA下のプログラムに必要な経費は、連邦政府の負担となっていた。連邦政府からの予算

の配分については、個別プログラムごとの運営資金が各職業訓練サービス実施地域 (Service 

Delivery Area: 以下、SDA) へと配分されるという方法がとられた43。予算ができるだけ職業

訓練そのものに対して使われるように、SDAへの予算配分額の 50%以上を直接の訓練経費と

すること、全体の管理経費は 20%以下とすることなどの支出基準が定められた。また、議会

は JTPAへの支出額を大幅に削減し、初年度の支出額は 36億ドルにまで減らされた (1978年

の CETAの総コストが 70億ドル)。 

職業訓練への公的介入の是非について再検討が行われた結果、JTPAは以下 4点の改善がな

されることとなった。第 1に、訓練プログラムの設計と実施に関して、州政府にさらに大き

な権限と責任が譲渡された。第 2に、早急に産業界のニーズと地方政府によって決められた

訓練プログラムとの間により密接な関連性を作り上げるために、州は民間部門とのパートナ

ーシップの構築を連邦政府に要求された。つまり、訓練プログラムの内容については、地区

ごとに民間企業や組合・教育機関などとの間の協議に基づいて制定し、プログラム内容を地

場企業の要請に柔軟に対応させることが法的に定められた。第 3に、PSEを廃止する一方で、

経済的に不利な立場にある人への訓練を集中的に行うこととした。第 4に、アメリカ経済の

構造変化のせいで仕事を失った労働者に対して、再訓練プログラムを行うことが定められた。 

 そして JTPA の主な政策内容は、①民間職業教育機関、コミュニティ・カレッジなどにお

ける教室型訓練（座学）、②地元の民間企業に委託して職場内訓練（OJT）を受けさせる際の

補助金制度、③就職斡旋の 3つから構成されることとなった。 

 

第 2.4.2節 JTPAの政策効果の評価44  

JTPAには、政策評価に係わる連邦労働省の責務が、次のように規定されている。 

「JTPAの下で実施されるプログラムの効果について評価しなければならない。特に、訓練参

加者の雇用と収入の増加、所得補助費用の減少、税収の増加、訓練期間、及び雇用時の状況･

雇用形態、プログラム修了後の少なくとも一年間の訓練参加者の労働市場での経験について

の情報、かつ比較可能なそのほかの訓練参加者および雇用者についての情報を集めなければ

ならない (JTPA, Section 454.[a]) 」。 

 訓練参加者に対する職業訓練の効果を測定することを定めた JTPA の規定に従って、連邦

労働省は CETA のときと同じように、非実験的評価システムの構築を始めた。その一環で、

政策評価用のデータとして The Job Training Longitudinal Survey (以下、JTLS) の収集が開始さ

れ、CLMSは JTLSに取って代わられた。 

JTLS は二段階標本抽出法でサンプリングが行われた。まず、SDA を抽出し、次に抽出さ

                                                   
43 SDAは JTPA実施のために設けられた制度である。労働市場の状態を基準にして、州知事が指定した。JTPA
では、その地域の人口が 20万人以上であれば指定が可能であった。 
44 第 2.4.2節全体を通じて、Hotz (1992)、Bloom et al. (1997)を参考にしている。 
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れた SDAの中からプログラム参加者を抽出するという方法である。さらに、連邦労働省は比

較対照グループを構築するために、CPS に予備的調査を行うよう要請した。それが、The 

Survey of History of Work (以下、SHOW) である。 

JTLSと SHOWの作成途中で、1970年代後半に連邦労働省と議会予算局が外部研究者に委

託した CETAについての政策評価に関する研究成果が、次々と連邦労働省に提出・報告され

た。これらの研究は、評価結果に関して様々に異なる結果を報告しており、かつセレクショ

ン・バイアス問題を解決するために新たに考案された計量分析手法による評価値が、データ

に対して非常にセンシティブかつ不安定であることも明らかにした。 

 CETAの政策評価がうまくいっていなかったという報告を受けて、1984年末に連邦労働省

は諮問委員会 (The JTLS Technical Advisory Panel) を設立した。この諮問委員会設立の目的は、

①過去の政策評価の分析手法及び分析結果の妥当性を評価すること、②JTPAに関する政策評

価を行うために有効なデータを設計・収集し、政策評価を行うこと、の 2点である。 

 諮問委員会は設立後 1年間、過去に行われた政策評価研究そのものに対する評価と、人材

開発訓練評価の専門家との相談という 2つの作業を主に行い、作業結果を 1985年 11月に発

表した。その中で、訓練参加者グループと比較対照グループの本質的な違い、すなわちセレ

クション・バイアスのせいで、「どの点をとってみても、過去の政策評価研究の中に正しいも

のはないと言えるだろう」と結論付けた45。 

 諮問委員会はこれら政策評価研究に対する再評価の結果に基づいて、JTLS および SHOW

といった非実験的データの構築を中止し、実験的データを構築するように連邦労働省に提言

した。そして、1986年の初めに連邦労働省はこの提言を受け入れ、Title II-A プログラム46に

ついての実験的データの収集を開始し、実験的データを用いた政策評価を実行・評価する方

針を固めた。つまり、諮問委員会は、政策の平均的な効果をより正確に推定するためには、

実験的データの構築が唯一の解決策であると考え、その構築とそれを用いた政策評価の実施

を義務付けることとしたのである。 

実験的手法には膨大な実行費用がかかり、かつ倫理的にも問題がないわけではない47。し

かしそれよりも、訓練の平均的効果をより正確に測ることを重視して、国をあげての実験的

手法によるデータ収集にまで踏み切った米国政府の決断の意義は大きいと評価されている。 

 そして、JTPA を評価するために 1986 年に収集が始まった実験的データが、The National 

JTPA Study (以下、NJS)48 である。連邦労働省がデータ設計・収集と分析の委託先として選択

したのは、Abt Associates、Manpower Demonstration Research Corporation、ICF 社、National 
                                                   
45 Hotz (1992, p83) に拠る。 
46 JTPAは、タイトル II-A、II-B、II-Cなどの個別的ないくつかのプログラムから構成されている。タイトル II-A
は経済的に不利な立場にある成年と若年層を対象としたプログラムである。 
47 コントロールグループ(非参加者)は 18ヶ月間、訓練に参加することが許可されなかった。また、適格な Title II-A
登録者のうち 3分の 2はトリートメントグループ(参加者)に割り当てられ、3分の 1は非参加者グループに割り
当てられた。 
48 NJS は Title II-Aのみを調査対象としている。 
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Opinion Research Centerの 4つの機関である。 

NJS も 2 段階抽出法でサンプリングされた。NJS に自主的に参加を表明した SDA のうち

16の SDAがサンプル地域として選ばれ、この 16の SDAに属している Title II-A登録者をサ

ンプルとして抽出するというやり方である。よって、NJS は厳密にはナショナルサンプルで

はない。 

 次に、JTPAの効果の評価を行った研究論文の概観を行う (表 2-3) 。まず、Anderson et al. 

(1993) は、テネシー州の 22～60歳の経済的に不利な立場にある成人について、JTPAへの参

加が訓練修了後 3ヶ月以内の就職確率に影響を与えるのかを検証した。その結果、JTPAへの

参加は男性の就職確率を高めるものの、女性の就職確率は高めないことが明らかにされた。

また、訓練管轄機関によるクリーミング*のせいで教育水準の低い者、健康に恵まれない者な

ど不利な立場にある者が職業訓練の受講機会を奪われており、受講者の就職確率が実際より

も高めに算出されている可能性が示唆された。具体的には、JTPA 参加者の就職確率は 71%

と計測されているが、クリーミングの影響を排除して計測すると、JTPA参加者の就職確率は

62%にまで落ちることが明らかにされた (Anderson et al. (1993, p620)) 。 

 Anderson et al. (1993) は短期的な訓練効果を見たものであるが、U. S. General Accounting 

Office (1996) では、JTPAの収入や就業している確率への長期的影響をみるために、JTPAへ

の登録から 1～5 年後それぞれについて検証している。基本的に、実験的データである NJS

を分析に用いているが、NJSは登録後 30ヶ月後までしか収入や就業状態についてフォローア

ップしていない。そこで、NJS がフォローアップしていない部分については、社会保険庁の

データを寄せ合わせて分析している。つまり、実験的データである NJSでフォローできない

部分については、非実験的データである社会保険庁データを用いるという方法で分析してい

る。分析の結果、収入に関しては、成人男性は 1～3年後についてはプラスの影響、成人女性

は 1～4年後についてはプラスの影響が見られるが、5年後については男女ともに JTPAの効

果は消えている。就職している確率については、成人男性は 4年後についてはプラスの影響、

成人女性は 1～3年後についてはプラスの影響となっており、男女とも 5年後については JTPA

の効果は消えている。つまり、短期的には JTPA は収入および就業状態にプラスの効果を与

えるが、長期的にみると必ずしもそうとはいえないことが明らかにされた。 

最後に、実験的手法を用いた研究論文を 2つ紹介する。Bloom et al. (1997) は、NJSを用い

て JTPAへの登録後 30 ヵ月後の収入に対する JTPAの影響を検証している。その結果、成人

男性・成人女性ともに JTPA は収入を増大させ、収入の増加幅は成人女性のほうが大きいこ

とが明らかにされた。また、Abadie et al. (2002) は、特に低所得階層の女性の所得を JTPAが

増大させることを明らかにした。 

以上紹介した 4つの研究は、JTPA Title II-A参加者を一括りにして分析しているが、プログ

ラムの形態別に効果を検証した研究もある。それによると、成人女性の収入に関しては、OJT

や求職支援サービスが効果的であることが示された (Bloom et al. (1997, p564-6)) 。また、費
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用便益分析から、非自発的失業者を含む成人一般に対して最も費用効果的なのは求職支援で

あり、成人男性に対しては教室型訓練の純収益が大きいという結果が得られている49。 

  

表 2-3 JTPAの経済的に不利な立場にある成人に対する効果 

分析者（論文の発表年） 分析手法
分析対象者の訓練

受講時期 
評価対象 男性 女性 

Anderson et al. (1993) 非実験的 1987 年 
訓練修了後 3 ヶ月以内

の就職確率 
+ - 

訓練受講登録時点から

1～5 年後の収入 
+ + 

U. S. General Accounting 

Office (1996)  

非実験的

    +  

実験的 

1987 年 11 月～89

年 9 月 c 
訓練受講登録時点から

1～5 年後の就職してい

る確率 

+ + 

Bloom et al.  (1997) 実験的 
1987 年 11 月～89

年 9 月 c 

訓練受講登録時点から

30 ヶ月間の収入 
+ + 

Abadie et al. (2002) 実験的 
1987 年 11 月～89

年 9 月 c 

訓練受講登録時点から

30 ヶ月間の収入 
+ + 

資料出所：筆者作成 
注 1： “+”は政策によって統計的に有意にプラスの効果があったことを、“-”はマイナスの効果があったこと
を、“N.A.”は不明を表す。 
注 2： c は訓練受講の登録をした時期を表す。NJSを使用。 

 

第 2 章を締めくくるにあたって、MDTA、CETA、JTPA の政策効果の評価結果についての

小括を行う。MDTA、CETA の非実験的手法を用いた政策効果の評価において、適切な比較

対照グループの構築が困難であり、かつその推定結果が頑健でなかったことを受けて、実験

的データの構築の必要性が数多くの研究者から言及されてきた。しかし、現実に NJSという

実験的データが構築され、JTPAの政策効果について実験的手法を用いた推定がなされたもの

の、その推定値にバイアスがかかっていないかについては疑問が残る状況である50。また、

過去 30年間の経験から、実験的手法の問題点も明らかになってきており (黒澤 (2001a, p10)、

Heckman et al. (1999, pp1868-70))、今後、実験的手法および非実験的手法の両者において、デ

ータ収集の仕方及び分析手法のさらなる改善が望まれる。 

 そして、推定結果を概観すると、職業訓練政策は成人の収入を増大させる傾向がある。特

に、女性に対してその効果が顕著に見られる。また、就職確率を上げる効果もみられる。し

                                                   
49 黒澤 (2001b, p160), Friedlander et al. (1997, pp1830-31), LaLonde (1995, pp158-61) 。 
50 Heckman and Smith (1995) では、実験的データは理論的には内生性を回避できるデータであるものの、ランダ
ム化バイアス*や代替バイアス*といったセレクション・バイアスが実験的手法による推定値に影響を与えている
可能性を示唆している。 
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かし、それぞれの分析にはなんらかのバイアスがかかっている可能性、または経済状況の影

響を受けている可能性もあり、推定結果を鵜呑みにすることは差し控えるべきであろう。 
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第 3章 WIAの概略とプロセス評価  

 

第 3.1節 WIA施行の背景51  

アメリカにおいて職業訓練充実化の議論が登場してきた直接の契機は、1980年代のアメリ

カ経済の失速にあるといわれている。そして、1990年代にはいると、職業訓練政策に対する

評価についての様々なレポートが発表された。その中には、職業訓練政策の効果に対して疑

問を提示するものもあった。その結果を受けて、1992年の大統領選挙では公的職業訓練が大

きな争点の一つとなった。 

また、1995年時点で、連邦政府の実施する職業訓練プログラムの数は 163、関係機関が 15

にも及んだ。このように数多くの政策が実施されている状況では、公的職業訓練に参加しよ

うとする者にとって、適当な訓練プログラムを選択すること、及びプログラム選択に必要な

情報にアクセスすることは困難であった。そのため、プログラムの統合、及び効率的な情報

システムの構築が望まれることとなった。 

一方、90年代半ばになると、社会福祉政策は改革の波にさらされた52。1992年の大統領選

挙のキャンペーン時に、クリントン大統領が「我々にお馴染みの社会福祉を終わらせよう 

(End Welfare as We Know It) 」と福祉改革をすすめることを公約し、それに則る形で 1996年

に「個人責任と就労機会調停法  (The Personal Responsibility and Work Opportunity 

Reconciliation Act: 以下、福祉改革法) 」が成立した。福祉改革法は、1935年に成立した「社

会保障法 (The Social Security Act) 」以来 61年間続いた生活保護プログラムをやめて福祉予

算をカットし、その代わりに自立のための生活保護に切り替えた法律である53。 

 このような流れの中、職業訓練によって労働生産性を向上させ、国際競争力を高め、福祉

依存度を低下させるために、より効果的な職業訓練政策の実施が求められることとなった。

そして、2000年に JTPAが廃止され、それに代わる政策として WIAが施行された。 

 

第 3.2節 WIAの概略54  
WIAは連邦法であるため、法の運用責任は連邦政府（労働省・雇用訓練局）にある。しか

し、WIAにおいて定められている連邦政府の権限は、予算の配分など狭い範囲に限定されて

おり、実際の訓練計画の策定などは、州に設置された州労働力投資委員会55に委ねられてい

                                                   
51 沼田 (2001)に拠っている。 
52 杉本 (1998) 。 
53 社会福祉が貧困を解決するのではなく、社会福祉が貧困の原因であるとする議論が巻き起こり、社会福祉費用
を押さえようと言う改革に“正当な”理由を与えた。例えば、「要扶養児童家族扶助 (Aid to Families with Dependent 
Children: AFDC) 」に代わって、「貧困家庭への一時扶助 (Temporary Assistance for Needy Families: TANF) 」が施
行された。 
54 近年の WIAについての邦語文献には、日本労働研究機構 (2003b, 第 4部) がある。 
55 州労働力投資委員会も、後述する地区労働力投資委員会も、行政や産業界、労働組合および教育・訓練機関の
代表などから成る。 
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る。そして、地域に密着した計画の策定やワンストップ・センターの職員の選定（ワンスト

ップ・センターについては第 3.2.1 節を参照のこと）など、広範かつ重要な決定は地区ごと

に設置された地区労働力投資委員会が担うようになっている。つまり、地方レベルの権限の

強化と柔軟な政策が行える制度が整えられているのである (図 3-1) 。 

 

図 3-1 WIA運営組織の概略 

  

労働省・雇用訓練局 

   

   

州労働力投資委員会 

   

   

地区労働力投資委員会 

   

   

ワンストップ・センター 

  

資料出所: 沼田(2001, p185)  

 

WIAでは、それまでの訓練政策効果についての実証分析の結果に基づいて、求職支援プロ

グラムが大幅に拡充された。具体的には、情報の不完全性を緩和させるための求職支援に重

点を置き、訓練への直接的支援を最後の手段と位置付けることとなった。つまり、職業訓練

プログラムは、各種の求職支援プログラムを受けても就業機会を得られない、あるいは就業

を継続できない人々だけを対象とする“最後の手段”として行われることになったのである。

また、プログラム対象者が、従来の経済的に不利な立場にある者から、成人全体にまで拡張

されたことも注目に値する。 

WIAは、①サービス供給の合理化、②地域を超えた情報の集積、③労働者への個別支援の

強化、④訓練成果に対する責任の明確化、⑤地方組織の強化、⑥州・地方の柔軟な政策、⑦

若年層を対象としたプログラムの充実、という 7つの政策目的をもつ56。①、②については、

具体的には連邦政府が提供するあらゆる職業訓練プログラムとプログラムに関する情報を、

地区ごとに設置されたワンストップ・センターで一括供給することとなった。これは、情報

                                                   
56 U. S. Department of Labor, Employment and Training Administration。 
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の不完全性を緩和させ、求職支援を円滑に行うため手段の一つである。③、④については、

職業訓練の成果についての徹底的な情報開示を職業訓練機関に義務付けた上で、個人への支

援として訓練バウチャー制度 (Individual training account)57 が導入されることとなった。⑤、

⑥については、地区ベースの労使合議によって定められる各訓練プログラムの成果指標及び

成果の達成水準に基づいて、訓練内容の継続的なクオリティ・コントロールが行われること

となった。これにより、地方レベルの権限が強化され、かつ地方の実情に合わせたプログラ

ムの策定が目指されることとなったのである 

 

第 3.2.1節 ワンストップ・センターと求職支援  

 ワンストップ・センターは、職業訓練プログラムの提供を効率的に行い、円滑な求職支援

を行うことを目的として設置された機関である。この目的を達成するために、職業訓練プロ

グラムの提供とプログラムについて情報提供の両方を行う、統合的なシステムが導入された。

WIA では、従来連邦政府が予算を出して行っていた少なくとも 17 の雇用・職業訓練プログ

ラムが58、一つのプログラム提供システム、つまりワンストップ・センター制へと統合され

たのである59。 

求職支援は、WIA における主たるプログラムとして位置付けられている。求職支援とは、

求職者のもつ技能レベルの評価、キャリア・カウンセリング、求人・求職情報や教育・訓練

機関の各種訓練サービスについての情報提供、求人のある仕事に必要な技能についてのアセ

スメントなど多岐にわたる。 

また、求職支援サービスは、①コアサービス、②集中サービス、③職業訓練、の三層のヒ

エラルキー構造となっている。最下層にあたる①のコアサービスは、連邦政府がイニシアチ

ヴをとって運営しているデータベースへのアクセス、失業保険給付申込書の記入の補助、就

職先の紹介などを指す。真ん中の層にあたる②の集中サービスは、コアサービスだけでは就

職先を見つけられなかった成人が使用できる。これは、技能レベルチェック、カウンセリン

グ、個人の就職プランの開発も含む。そして、最上層にあたる③の職業訓練サービスは、コ

アサービス及び集中サービスを用いても就職できなかった人だけが受けられる。つまり、集

中サービスを受けたい人はコアサービスを受けなければならず、職業訓練を受けたければコ

アサービスと集中サービスの両方を受けていなければならず、階層構造となっている。 

 ワンストップ・センターでは、各職業訓練機関の業績に関する情報とともに、訓練修了者

の新しい職場での定着率や就職後 6ヶ月目の給与などの情報も提供される。このような情報

を通じて、どの訓練機関のどの職業訓練を受講したならば、訓練目標や就職目標を達成でき

                                                   
57 本質的にはバウチャーと同様の機能を持つため、ここでは黒澤 (2001b) に倣って、バウチャーと訳出してい
る。 
58 労働省管轄の WIA関連プログラムだけでなく、教育省、保険社会福祉賞、住宅・都市開発省のプログラムも、
ワンストップ・センターで提供されることとなった。 
59 U. S. General Accounting Office (2002a, p1)など。 
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るのかを、訓練受講希望者に知らせるシステムなのである。そして、訓練受講希望者は情報

をみて、使用する職業訓練機関を決定するのである。WIA関連プログラムを受けることを希

望するものは全員、ワンストップ・センターをエントリーポイントとしなければならなくな

った。 

 

第 3.2.2節 訓練バウチャー方式  
労働者への個別支援の強化策の一環として、訓練バウチャー方式が導入された。ワンスト

ップ・センターにある情報資源を用いただけでは就職できなかった人にのみ、職業訓練を受

講する必要性が認められ、彼らに訓練バウチャーが与えられる。そして、訓練バウチャーを

与えられた人が、受講する職業訓練の種類と職業訓練機関を選択する。つまり、訓練バウチ

ャーを与えられた人に選択された職業訓練機関だけが受講者を獲得でき、その結果として連

邦政府からの資金を得られるのである。 

 

第 3.2.3節 訓練成果についての説明責任システム  
 WIAでは、民間職業訓練機関、コミュニティ・カレッジなど職業訓練機関に訓練成果につ

いての徹底的な情報開示が義務付けられた。情報開示が義務付けられた成果指標には、訓練

の修了率、修了者の就業率や初任給などが含まれる。さらに、訓練受講者と雇い主が訓練修

了生を雇用したことに満足しているかどうかについても、調査・報告しなければならなくな

った60。 

また、職業訓練機関が提供する訓練プログラムが、「公的訓練プログラム」として認めら

れるための手続きが厳格になった。具体的には、州労働力投資委員会で定められた基準に基

づいて、地区労働力投資委員会が訓練機関の各プログラムを年に一度査定し、査定の結果に

基づいて公的訓練プログラムの認定を行うように義務づけられたのである61。基準に満たな

いプログラムは、公的訓練プログラムとしての資格を失うことになる。 

 さらに、公的職業訓練プログラムを提供するためには「指定職業訓練機関」に認定される

ことが必要となった。JTPA では職業訓練機関に適格要件を課さなかったが、WIA において

は公的訓練プログラム提供者全てが、連邦政府または州政府によって職業訓練機関としての

資格を付与されなければならないとされた。連邦政府または州政府によって承認された指定

職業訓練機関は、プログラム参加者の受講経過についての報告義務があり、義務付けられて

いる報告を怠ったたり、虚偽の報告をした場合には、指定職業訓練機関としての資格が取り

消されることとなった。そして、このような情報は全て、ワンストップ・センターにおいて

                                                   
60 プログラム参加者の就職率、職に就いている期間、収入、復職などについては JTPAでも報告義務があった。
しかし、受講者の技術取得の証明証や訓練受講の修了証など成果達成を証明するものや求職者と雇い主の満足度

についての報告は WIAになってからの新たな義務である。 
61 達成基準を決定する権限が州に与えられているのは、WIAにおいては達成そのものに対する責任が州に負わ
されることになったからである。 
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提供されることとなった。 

 

第 3.3節 WIAの運営は機能しているのか？ －プロセス評価の紹介－ 
 本節では、WIAのプロセス評価についての報告を紹介する。第 3.3.1節では、WIAで新た

に導入された訓練バウチャー方式 (第 3.2.2 節参照) と訓練成果についての説明責任の強化 

(第 3.2.3 節参照) が実際の政策運営に与えている影響についての研究者による分析結果を紹

介する。そして、連邦政府の依頼によって GAO が行った成果達成指標と予算運営のあり方

についてのプロセス評価を、第 3.3.2節と第 3.3.3節で紹介する。 

 

第 3.3.1節 競争市場原理の導入についての評価62  

 WIAは顧客主導型の政策 (Customer-driven policy) である。顧客とは、訓練受講生のことで

ある。つまり、職業訓練機関は受講者を獲得できなければ、訓練バウチャーによって支払わ

れる授業料を獲得することはできない。よって、訓練機関は顧客 (＝訓練受講生) を得られ

なければ、職業訓練市場から撤退せざるを得なくなる。つまり、JTPA施行下では、職業訓練

機関同士で、州政府によって配分される連邦政府資金の争奪競争を行っていたが、WIAの下

では顧客 (＝訓練受講生) 争奪競争を行わなければならなくなった。 

 また、顧客 (＝訓練受講生) が職業訓練選択の際に必要な情報を十分に得られるように、

ワンストップ・センターにおける情報提供システムが作られている。提供する情報は、訓練

機関の申告に基づいている。つまり、WIA の情報提供システムを支えているのは、第 3.2.3

節で説明した訓練成果に対する包括的な説明責任システムなのである。 

 しかし、このような受講生獲得という競争原理の導入やプログラムの成果報告の義務付け

などの厳しい情報開示が、各職業訓練機関やコミュニティ・カレッジなどにとって大きな負

担となっている。そのため、職業訓練機関が公的プログラム提供への参加を拒否する例もみ

られ、訓練機関や提供される訓練そのものの質の低下が生じている、との報告もなされてい

る。 

 また、求職支援プログラムがヒエラルキー構造となっているため (第 3.2.1節を参照のこと)、

職業訓練の受講には事実上制約がかかっている。そのため、受講希望者という顧客が職業訓

練という商品に自由にアクセスできなくなっており、多くの職業訓練機関において、WIA施

行後は訓練受講者数が減少した、との報告もされている。つまり、WIAは効率的な運営を目

指して市場競争原理を導入したものの、競争原理が必ずしもうまく機能していないことが示

唆されている63。 

                                                   
62 Shaw and Rab (2003) に拠っている。 
63 前述したとおり、WIAの政策内容は JTPAから大きく変更されている。競争原理がうまく機能していないこと
以外にも、政策内容の変更によって受講者数が増減したとの解釈も可能であろう。この解釈に関しては、本多則

惠氏（労働政策研究・研修機構）からのコメントが有益であったことを謝して記したい。 
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第 3.3.2節 成果達成指標についての評価  
 WIA 関連プログラムの実施にあたって、第 3.2.3 節で説明した訓練機関による成果につい

ての情報開示とともに、定められた成果指標を達成することも義務づけられた。成果達成基

準は、就職率、就職先での定着率、収入の変化や職業訓練受講者の訓練プログラムへの満足

度などの項目について、設定される。本節では、この成果達成基準システムが WIAの運営に

対してどのような影響を与えているかについて、GAOが行ったプロセス評価について紹介す

る (U. S. General Accounting Office (2002a): 以下、GAO (2002a)) 。 

成果達成基準は、州と連邦政府の協議によって決められる64。達成基準を公正に決定する

ためには、現在の州の経済条件、産業・人口分布の違いなどを考慮に入れなければならない。

さらに、現在の情報だけでなく、歴史的データも用いて、その州の特性を把握した上での達

成基準決定を行うように、WIAで定められている。つまり、各州・地区が過去および現在の

データをもとに算出した実現可能だと考えられる達成レベルを参考に、実際の達成基準を州

が連邦労働省と交渉して決めるのである。州ごとに基準レベルを異なるものとする理由は、

州ごとの WIAプログラム運営に柔軟性を持たせるためである。 

そして、WIA では成果達成基準をクリアすることの責任者を、州とした65。もし州が 1 年

達成基準をクリアできなかった場合、州からの要望があれば連邦労働省が技術的な援助を与

え、2年連続して達成できなければ、州あたりの規定予算額を最高で 5%カットする、と WIA

では定められている。逆に達成できた場合は、報奨金 (Incentive grants) が与えられる。 

JTPA では、就職率や収入などに関する成果達成基準の作成は、JTPA 参加者に対する追跡

調査に基づいて行われてきた。しかし、WIAでは、職業訓練受講者の成果についての情報源

として、失業保険データを用いるように定めている。失業保険データは個人の雇用と収入を

追跡調査するために、最も望ましいデータの一つと考えられている。なぜならば、余分な失

業保険給付を避けるために、データ収集者である社会保険庁が、正確な情報収集に対して強

いインセンティヴを持った上で収集しているデータだからである。しかし、全労働者の 94%

しかカバーしていない66。また、州別の失業保険データはその州で就職した求職者のデータ

しか把握できず、他の州で職に就いた人までは捕捉できない。さらに、失業保険データの収

集にはタイムラグが伴う。データは一般的に四半期に一度雇い主から収集されるが、各四半

期が終わってから 30日以内に州失業保険庁に報告すればよいこととなっている。加えて、多

くの州では、中小企業の経営者は特に紙媒体での報告が許可されており、紙媒体の情報を電

子媒体に変換するために、さらなる時間を要する。また、正確を期すために、収集されたデ

ータは誤りの確認・訂正作業が行われる。以上のような理由で、失業保険データはタイムラ

                                                   
64 さらに、州は地区とも協議しなければならない。 
65 JTPAでは、各職業訓練実施機関であった。 
66 自営業者や請負業者、軍隊関係者などの職種カテゴリーが含まれない。 
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グが生じてしまい、タイムリーな情報を提供しないという難点がある。 

また、WIA参加者個人の活動状況の追跡や成果達成についての報告をうけるために、コン

ピュータシステムを用いたデータシステムを州が構築しなければならなかった(Management 

Information System: 以下、MIS)。しかし、全ての州でそれがうまくいっているわけではない。

MISを構築するために、州や地区によってはデータの収集の仕方を変えなければならなかっ

た。かつ、失業保険データを利用するための新しい手続きを構築しなければならない州もあ

った67。このように、成果達成基準構築のためのシステム作りや手続きが、煩雑で時間がか

かるため、システム自体が未完成で、そのために未だ妥当な成果達成基準の作成ができてい

ない州もある状態である。しかし、達成基準をクリアできなければ、その州の予算額は削ら

れてしまう。このような事態を避けるために、クリーミング*が生じてしまう可能性があるこ

とが指摘された。 

 以上のような成果達成基準システムの問題点が、GAO (2002a) の調査結果から明らかにさ

れた。これに基づいて、GAO は、失業保険データと WIA 参加者についてのデータを統合し

て使用するための円滑なシステム (The Wage Record Interchange System) が全ての州で作ら

れるように、連邦労働省に対して資金供与を続けるように提言した。こうして情報を正確に

把握することによって、適切な成果達成基準を設けることができ、各州の実態にあわせたプ

ログラム運営が可能となるとしたのである。 

さらに、現段階ではデータシステムの構築が不十分な段階にあり、この段階で定められた

成果達成基準を完全に妥当だとした上での政策運営は、労働者に不利益を生じさせると GAO

は判断し、賞罰システムの実行の延期を連邦労働省に申し入れた。 

そして、連邦労働省は GAO (2002a) の指摘の大部分を受け入れ、州や地区とのさらなる連

帯関係の構築に努めると、GAO に対して返答した。 

                                                   
67 いくつかの州では、失業保険データを使用するために、州失業保険庁とデータシェアリングに関する協定を結
ばなければならなかった。 
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第 3.3.3節 予算の使われ方についての評価  

 WIA関連予算は、表 3-1のように推移している。連邦行政管理予算局は、2002年度と 2003

年度予算編成時の 2回にわたって、WIA関連予算の削減を提案している。削減の提案は、州

ごとに分配された予算が消化されておらず、その翌年に繰り越されているケースが多数ある、

という連邦労働省の調査報告結果に基づいてなされたものである68。 

  

表 3-1 プログラム別の WIAの予算額の推移 (単位: 10億ドル)  

 WIA関連プログラム 
2000会

計年度 

2001会

計年度 

2002会

計年度 

2003会計年

度（要求額） 

成人対象 0.95 0.95 0.95 0.90 

若年層対象 1.3 1.4 1.4 1.0 

非自発的失業者対象 1.6 1.4 1.5* 1.4 

総計 3.9 3.8 3.9 3.3 

資料出所: U. S. General Accounting Office (2002b).  

          注: *はその後取り消された 1億 7,750万ドルも含む。  

 

その一方で、州労働力投資委員会および地方労働力投資委員会（以下両者を併せて、労働

力投資委員会）は連邦労働省の報告は実情に即していないとし、現在の経済状況を鑑みれば、

プログラム実施のための財源を減らすべきではなく、むしろ増やすべきであると異議を申し

立てた。 

 このような状況のもと、GAO は各州の WIA 予算実施についての調査報告を依頼された。

そしてまとめられた報告書が、U. S. General Accounting Office (2002b) (以下、GAO (2002b)) で

ある。 

 GAO (2002b) で明らかにされた主な点は、連邦労働省の予算運営計算には、“債務”とい

う概念が抜けているという点である。各労働力投資委員会への聞き取り調査から、予算を使

うための承認を得るまでの複雑な手続きや時期はずれに職業訓練機関から回されてくる請求

書69などのせいで、各労働力投資委員会の支払いが遅れがちとなっている状況が明らかにな

った。具体的には、3 ヶ月から 8 ヶ月の支払いの遅れが生じることが多くなっている。つま

り、連邦労働省は、予算消化額として、査定時点で実際に支出された額についてしか考慮に

入れていないのである。このように、連邦労働省の調査結果においては“長期取引”という

概念が抜け落ちているため、今後、実際に支出可能な額を把握できていない。その意味では、

                                                   
68 連邦労働省は、2001会計年度末までに、全国の州の約 4割が予算を積み残すと推計した。 
69 プログラムごとに、連邦政府から資金が各労働力投資委員会に配分される時期が異なっていたり、年に複数回
に分けて配分が行われたりする(GAO (2002b), pp5-7) 。その時期より前、または前回配分された資金の消化後に
請求書を回されても、すぐには支払いを行えないことになる。 
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連邦労働省の調査結果は、不完全かつ不正確といえよう。 

 さらに、GAO (2002b) から、労働力投資委員会が WIA 予算をどのように運営し、その結

果をどのように報告すればよいのか、また債務についてもデータを収集し報告すべきなのか

などについて、明確でかつ首尾一貫した指針を求めていることが明らかになった。加えて、

予算実施の手続きの煩雑さの改善を求めていることも報告された。 

このままでは、予算額が過大に評価され続け、予算削減ということになるかもしれない。

それは長期的に見て、サービス提供の量･質の低下をもたらし、最終的にはプログラム参加希

望者に不利益をもたらすこととなる。このような事態の発生を防ぐために、GAOはこの調査

結果を、2002年 11月 12日に連邦労働省に提出した。 

労働省は GAO (2002b) に対する返答を行い、大筋で GAO (2002b)の指摘の妥当性を認め、

労働力投資委員会への報告義務の指針のさらなる明確化、運営に対する援助を約束した。し

かしながら、予算運営評価においては評価時点の支出額を用いて行うべきであり、債務を考

慮に入れる必要性はないとの姿勢を崩さなかった。 

  

第 3.3.4節 GAOによるプロセス評価の意義  
以上の説明から明らかなように、プロセス評価の意義は、適切なプログラム運営を行い、

プログラム参加者が不利益を被らないように、政策運営についての正しい評価を行う努力を

連邦政府が行っている点にある。連邦政府は、連邦労働省からの調査報告だけでなく、実際

にプログラム運営を行っている労働力投資委員会の意見にも耳を傾け、さらに外部組織であ

る GAO にも調査を依頼した。多角的な調査の実施が、調査結果の正確性を高める。その一

方で、多角的な調査は膨大なコストがかかることは言うまでもない。それにも関わらず、国

民の貴重な税金がどのように使われているか、また政策参加者に不利益がもたらされること

はないかを調査し、調査結果を政策に反映させる努力を続ける連邦政府のあり方は、評価さ

れるべきだろう。 
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終章 我が国へのインプリケーション  

 

 前章までで、アメリカの政策評価に対する取り組みを紹介した。そこで、本章ではアメリ

カでの経験を参考にしながら、日本で政策評価を行う際の提言を行うことで、本レポートを

締めくくることとしたい。 

我が国では、本レポートで取り上げた意味での政策評価はこれまで行われてこなかった、

と言っても過言ではない。我が国における研究者による公的職業訓練効果の計測の数少ない

試みの一つとして、黒澤 (2003) を挙げることができる70。黒澤 (2003) は、データのセレク

ション・バイアス*に対して最大限の注意を払った上で、考えられうる分析手法の中でも最善

の手法を用いて政策効果の評価を行っているものの、頑健な推定結果は得られなかった。一

方、日本政府も 2002年 4月 1日に「行政機関の行う政策の評価に関する法律」を施行し、政

策評価の実施に対して前向きな姿勢を示している。しかしながら、現実には政策評価を行う

ための制度的基盤が整っておらず、計量的手法を用いた政策評価の実行は不可能な状態にあ

る。現在、各府省庁が提供しているホームページ上で各府省庁が実施した政策の実績評価値

が公開されはている。しかし、これは前章まででみた政策効果の評価やプロセス評価といっ

た政策評価とは性質の異なるものであり、官民両方において、政策評価は実質的には行われ

ていないといえよう。 

政策評価の実施について考えていく前に、まず我が国の公的職業訓練の現状を顧みてみよ

う。従来、公的職業訓練は企業内訓練の援助という性格が色濃かった71。1974 年制定の「雇

用保険法」は、我が国の公的職業訓練の構造を転換したきわめて重要な法律と捉えられてい

る。雇用保険法制定以前は、公的職業訓練は失業者救済など労働者保護的な色合いが強かっ

た。しかし、雇用保険法の制定により、公的職業訓練は企業内訓練の援助という性格が強調

されることとなったのである。 

だが、近年、企業内訓練のあり方に変化の兆しがうかがえる。企業が労働者の自己責任で

職業能力開発を行うことを求める動きがみられるのである。日本労働研究機構 (2000) は、

職業能力開発の責任主体についての調査を行い、1999 年 12 月 1 日という調査時点において

は 8割以上の企業が“企業の責任”と考えていたが、今後については“従業員個人の責任”

とする企業が 55%に増加し、“企業の責任”とする企業の割合は 43%にまで低下することを

明らかにした。 

その一方で、労働者が個人で職業能力開発を行うことが困難な状況もうかがわれる。労働

省職業能力開発局 (1999) によると、“自己啓発のための時間がない”ことと“費用がかか

                                                   
70 日本において、企業内訓練または自己啓発が収入に及ぼす効果についての計測を行った論文は、数は少ないも
ののある。代表的な論文として、Kurosawa (2001)、奥井 (2002)、Kawaguchi (2003) などがある。また、伊佐 (2004) 
では、ハローワークにおける IT導入が求職者と求人主体とのマッチングに及ぼす効果について、経済学的考察
を行っている。 
71 田中 (1996) に拠っている。  
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りすぎる”ことが自己啓発実施の障害となっていると回答した労働者の割合が高くなってい

る。これから、時間的な制約と経済的な制約のせいで自己啓発が阻害されている傾向がみら

れる。 

労働者が個人で職業能力開発を行うことが難しく、他方で企業が職業能力開発を社員の自

己責任としようとする動きが見られる。このような流れの中、国全体での労働者の人的資本

のレベルを維持していくことは、公平性や市場の不完全性を補完することとなり、公的職業

訓練の必要性がこれまで以上に認められることとなるだろう72。理論的に必要性が認められ

ても、職業訓練政策が実際に有効に機能していなければ、政策を実施しても意味はない。も

ちろん、政策の実施にあたっては、社会厚生に資するという公平性のための政策の役割は無

視できない。しかし、公的職業訓練は、税金を財源としており、かつ限られた財源の中で行

われるのであるから、ある程度の効率性が求められることも仕方がないだろう。 

投入した財源が有効に使われたのかを確認し、国民に対して税金の使途についての説明責

任を明示的に果たすためには、計量分析に基づいた政策評価は有益な情報を提供してくれる。

なぜならば、計量分析に基づく政策評価は客観的な指標を示すことで、政策論争の論点を明

確にしてくれるからである73。この意味では、政策実行の妥当性を議論・評価する手段とし

て優れているといえよう (詳細については、序章で前述）。そこで、以下では、今後我が国に

おいて、計量的手法による政策評価を実行にうつす際の制度整備に対する提言を行いたい。 

 第 1に、前章までの議論からも明らかなように、データの整備が挙げられる。政策論議に

耐えうる政策評価を行うためには、訓練受講者と訓練を受講していない者の双方についての

長期にわたるパネルデータが必要不可欠である。もちろん、職業訓練の効果を評価する際に

は、訓練受講者の収入や就業状態に対する直接的効果だけではなく、失業者を非労働力化さ

せないことといった間接的な効果にも注意を払った上で、政策評価を行うべきである。 

 第 2に、政策評価のための第三者機関の設立が挙げられる。自己評価は、必ずしもうまく

いくとは限らない。よって、客観的な政策評価を行うためには、第三者の視点も必要であろ

う。 

 第 3にアメリカの事例から学べる点として、政策評価を政府とは特段の利害関係を持たな

い研究者が自由に行っている点を挙げることもできるだろう74。そして、これら研究者によ

る研究は、科学的な視点から他の研究者に評価された上で学術雑誌に掲載され、研究者が行

った政策評価のみならず、その研究者自身の評価をも決するという厳しい姿勢で行われてい

る。この政府と学界が一体となったオープンな政策評価の仕組みが、政策評価に対する世間

                                                   
72 公的職業訓練は経済的制約に対しては有効であろう。また、教育訓練給付金制度も実施されている。しかし、
時間的制約に対する政策は、不十分な感は否めない。両角 (2000) は、“有給教育訓練休暇”の法制化のような、
労働契約上の具体的な権利義務の創設を提言している。これは、時間的制約に対して有効に機能する可能性を秘

めていると考えられる。 
73 猪木 (1999) の議論が説得的である。 
74 この記述は、川口大司氏（筑波大学）からのコメントを参考にしており、謝して記したい。 
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の信頼性をもたらしていることはほぼ明らかである。このような仕組みを担保しているのが、

データが広く公開されていることである。政策評価に適したデータを構築し、政策評価を行

うための第三者機関の設立だけでなく、そのデータを政府と利害関係のない研究者にも広く

公開して政策評価を行うことを可能とする土壌を作ることが肝要であろう。 

 以上の提言は、長期的視点に基づいたものであるが、短期的に実行にうつせることもある

のではないだろうか。それは、各府省庁が実施した政策の実績評価の報告の仕方の改善であ

る。実績評価は、政策効果の評価やプロセス評価といった政策評価とは性質の異なるもので

はあるが、暫定的な情報源として用いることは十分可能である。そこで、その情報提供のあ

り方の問題点について、最後に私見を述べたい。 

端的に言えば、その情報提供のあり方は、政策評価の観点からは十分とはいえない。例え

ば、厚生労働省では、職業紹介、職業相談、職業訓練についての評価の指標を公開している75。

具体的には、職業相談や職業訓練実施についての評価指標として、紹介件数や就職件数が掲

載されている。表 4-1 に概要をまとめてあるが、これをみると就職件数が増大していること

は分かるが76、就職先に相談者が満足しているのか、といったことは明らかにならない。確

かに、職業相談や職業訓練の実績値は、数値として表すことが不適切な側面が強い。また、

実績値は経済の動向に大きく左右されるものであり、参考指標にしかならないだろう。しか

し、サービス使用者の経済条件の向上といった直接的な効果に関する情報とまではいかなく

とも、国民または将来的なサービス使用希望者は、相談者がサービスを受けることで満足い

く結果を得られたのかといった情報の方を、より知りたいのではないだろうか。さらに、そ

のような情報の方が、政策の効果をより適切に表していると考えられる77。 

 

表 4-1 厚生労働省の実績評価の例 

評価指標 H10度 H11度 H12度 H13度 H14度 

紹介件数 6,036,202 6,836,936 6,939,039 8,245,570 9,847,961 

就職件数 1,667,986 1,762,950 1,868,742 1,902,981 2,048,300 

ハローワークインターネットサービス

のアクセス件数 
－ 1,235,079 4,716,731 12,818,288 42,942,242 

資料出所) 厚生労働省・実績評価書 

 (http://www.mhlw.go.jp/wp/seisaku/jigyou/03jisseki/4-1-1.html  (アクセス日: 2004年 2月 13日)) . 

 

 同様に、ハローワークにおいて IT 化が進んでいるが、IT 化が求職者に求人情報を提供す

                                                   
75 http://www.mhlw.go.jp/wp/seisaku/jigyou/03jisseki/4-1-1.html  (アクセス日: 2004年 2月 13日) 。 
76 しかし、単純に紹介件数に占める就職件数の割合を比べてみると、平成 10年とくらべると平成 14年において
は低下している。 
77 他にも、就職先での定着状況などが考えられる。 
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る手段として機能しているかを評価することは必要であろう。その試みとして、ハローワー

クインターネットサービスのアクセス件数の平成 11年度から 14年度にかけての推移がホー

ムページ上に掲載されている (表 4-1 参照のこと) 。しかし、これからだけでは、IT 化によ

って使用者が便益を受けたのか、それとも単にインターネットの普及状況を表しているだけ

なのかが明確にならない。また、比較的インターネットを使いこなしている若年層のアクセ

スが増えただけなのかもしれない。求人情報を提供する手段として本来期待される機能を、

IT化が高めているのかを評価できるような情報を提示すべきである。 

 以上をまとめると、我が国ではアメリカで行われているような政策評価は始まっていない。

しかし、政策評価に不可欠なパネルデータの構築には時間がかかる。よって、将来を見越し

て行動するのであれば、何らかの政策評価用のデータ構築を早急に開始すべきである。また、

今現在できる政策の実績評価の提示方法についても、工夫の余地が十分にあると考えられる。 
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用語解説78  

 

・Active Labor Market Policy（積極的労働市場政策） 

  積極的労働市場政策とは、失業者および経済的に不利な立場にある労働者の求職活動

を助け、彼らに働くことを習慣付けることにより、労働力人口に導くことを目的とした

政策のことをいう。具体的には、職業紹介等の公共職業サービス、雇用助成等の再就職

支援を指す。失業保険や早期退職促進政策等の仕事を持たなくとも生活を可能にする所

得保障的措置である消極的労働市場政策と対比される。  

 ただし、職業訓練には積極的労働市場政策に分類されるものと消極的労働市場政策に

分類されるものがある。例えば、職業技能を上げ就業を目指すタイプの職業訓練は積極

的労働市場政策に分類される。一方、公的扶助の受給者を対象とし、所得保障的な意味

合いの強い職業訓練は消極的労働市場政策に分類される。 

  

 ・Deadweight Loss(デッドウエイト・ロス) 

   例えば、雇い入れ助成金政策を例にとると、助成金が支給されなくとも企業が従業員

を採用した場合、助成金支給による純粋な雇用創出効果は期待されない。このように、

雇用創出の効果をもたらさなかった「資源の浪費」をデッドウエイト・ロスという（Dar 

and Tzannatos(1999)）。 

 

 ・Displacement Effect（置き換え効果）  

   プログラム受講者や助成金を支給された労働者が、そうでなければ雇われていた労働

者に代わって企業に雇われることをいう。置き換え効果が生じる場合の純雇用創出効果

は、ゼロとなる。 

   ただし、この置き換え効果という用語は、必ずしも統一的な用いられ方をしておらず、

例えば Dar and Tzannatos (1999)では、同様の意味で Substitution Effect（代替効果）とい

う用い方をしている。 

    

 ・Selection Bias（セレクション・バイアス） 

   セレクション・バイアスとは、プログラム参加者の抽出が無作為ではなく、プログラ

ム受講者と非受講者のもともとの（固有の）属性が異なることに帰因する政策評価の偏

り（バイアス）をいう。 

例えば、プログラム受講者が能力の高い者によって構成されており、一方非受講者に

ついてはそうでない場合、能力の違いによる影響で、見かけ上プログラムの効果があっ

                                                   
78 労働政策研究・研修機構 (2004) に堀春彦氏（労働政策研究・研修機構）が執筆した部分を元にしている。堀
氏に謝意を表する。 
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たかのように見誤ることをいう。 

 

 ・Treatment and Control Group（トリートメント・グループ、コントロール・グループ）  

   トリートメント・グループまたはコントロール・グループとは、政策評価における科

学的手法に用いられる概念で、政策プログラムに参加するグループをトリートメント・

グループ、政策プログラムに参加しないグループをコントロール・グループと呼んでい

る。 

 

 ・Experimental and Quasi-experimental Techniques(実験的、非実験的手法) 

上記コントロール・グループの作成方法により、科学的手法は非実験的手法

（Quasi-experimental）と実験的手法(Experimental)に分類される。非実験的手法とは、外

部データを用いてコントロール・グループを作成し、政策効果を測定する手法である。

一方実験的手法とは、プログラム運営機関がプログラム参加希望者を無作為にトリート

メント・グループとコントロール・グループに分類することにより、政策の効果を測定

する手法である。 

実験的方法とは、訓練プログラムへの参加資格をもつ希望者を、無作為に参加者

(Treatment group) と非参加者 (Control group) とに割り当て、それら 2つのグループにつ

いてのデータを収集し、それを利用して訓練効果を推定するという方法である。 

 

 ・Randomization and Substitution Bias（ランダム化バイアス、代替バイアス） 

   ランダム化バイアスとは、プログラム受講希望者の中から無作為にプログラム受講者

を決定するという方法自体が、人々の受講決定に影響を及ぼし、プログラム受講者の属

性がそうでなかった場合と比べて異なる場合を指す。 

例えば、通常のプログラムの運営では、特定の基準を満たすと思われる者のみに対し

て受講勧奨が行われるとしよう。通常の運営においては受講勧奨を受けられる確率が高

く、受講を希望するであろう者も、無作為に受講が割り当てられるとなると、受講でき

なくなる確率が高まるために、受講を希望しなくなるかもしれない。このような場合、

無作為割り当てが行われる場合の受講希望者は、通常のプログラム運営における受講希

望者とは異なるから、推定されるプログラム効果が通常のプログラムの効果を示すとは

必ずしも言えなくなる 

   また、代替バイアスとは、コントロール・グループに属する非受講者が、対象となる

プログラムと代替的な外部のプログラムを受講することにより生じるバイアスである。

本来、非受講者はプログラムを受講しないことが建前であるが、外部の代替プログラム

を受講することによって、非受講者の成果（平均賃金など）がそうでなかった場合に比

べて上昇することがある。このような場合、本来推定されるべき政策効果にはバイアス
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が生じることになる。 

 

 ・Creaming（クリーミング） 

   プログラム終了後の受講者の就業率や平均賃金の上昇率など成果に関する達成目標が

プログラムの各運営機関に割り当てられている場合、運営機関担当者は意図的に再就職

しやすい者や高賃金を得やすい者をプログラム受講者としがちである。こうした行為は

クリーミングと呼ばれている。無作為抽出を謳っておりながら、実際には受講者に質の

高い者が分配される結果、サンプル・セレクション・バイアスが生じる原因となる。 
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